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成長戦略

編集方針

当社は、2017年より統合報告書を発行し、中長期的な企業価値創造へ
の取り組みについて、ステークホルダーの皆さまとの対話を深めてまい
りました。
本年度の統合報告書では、2040 ありたい姿『「地球を輝かせる企業」と
なる』を実現するための中長期戦略を記載しています。特に今年度から
スタートする中期経営計画2030についても詳しく解説しています。また、
その戦略の蓋然性を訴求するために、当社の資本を国際統合報告フレー
ムワークに沿って6つにカテゴライズしご説明しています。
IR活動や事業活動を通じていただいた皆さまのご意見やご関心を反映
し、当社グループが社会に提供する価値をより深くご理解いただくことを
目指していますので、引き続き、忌憚のないご意見を賜りますようお願い
申し上げます。

統合報告書アンケート

皆さまからの貴重なご意見・ご要望をもとに、今後の統合報告書の改善に
努めてまいります。当社ウェブサイトにアンケートフォームを掲載していま
すので、本報告書をお読みいただいたご感想を、ぜひお聞かせください。
URL：https://www.niterragroup.com/ir/library/integration_report.html

報告対象期間
2024年度（2024年4月1日～ 2025年3月31日） 
※一部、2024年度以前・以後の活動も含みます。

報告対象範囲
Niterraグループ（日本特殊陶業株式会社および連結子会社）

参照ガイドライン
IFRS財団「国際統合報告フレームワーク」
経済産業省「価値協創のための統合的開示・対話ガイダンス」

見通しについての特記事項
本報告書には、当社の将来についての計画・戦略・業績に関
する予測と見通しが含まれています。実際の業績は、本報告
書に記載している見通しと異なる可能性があることをご理解く
ださいますようお願いします。

第三者検証
　　　　　  を付した定量情報については、独立した第三者
機関である日本品質保証機構（JQA）による検証を受審して
います。

Niterra Report と情報体系

本報告書は、当社の企業価値向上のために重要性の高い情報を厳選して
掲載しています。

日本特殊陶業  統合報告書 

コーポレート・ガバナンスに
関する報告書株主通信

サステナビリティ
データブック決算説明会資料有価証券報告書

概要

詳細

財務情報 非財務情報

日本特殊陶業のコミュニケーション

■ 企業情報
会社案内、ブランドストーリー、事業内容、
日本特殊陶業のあゆみ　など
URL：https://www.niterragroup.com/corporate/
■ 事業紹介
自動車部品、半導体関連部品、医療機器、産業用セラミック部品、
新製品・サービス
URL：https://www.niterragroup.com/business/
■ テクノロジー
技術
URL：https://www.niterragroup.com/technology/

■ サステナビリティ
Niterraのサステナビリティ経営、優先的に取り組む経営課題、
ESGの取り組み、サステナビリティデータ　など
URL：https://www.sustainability.niterragroup.com/ja/
■ IR情報
決算短信、有価証券報告書、決算説明会資料、
コーポレート・ガバナンスに関する報告書　など
URL：https://www.niterragroup.com/ir/

ウェブサイト

下記詳細情報は当社ウェブサイトに掲載していますので、

あわせてご覧ください。

各ページ右上のマークを押すと、
本ページに戻ります。

https://www.sustainability.niterragroup.com/resource/pdf/
08ja_Independent_verification_report.pdf

第三者検証

https://www.sustainability.niterragroup.com/resource/pdf/08ja_Independent_verification_report.pdf
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「モビリティ」「半導体」「環境・エネルギー」――
競争優位を活かせる領域にリソースを集中投資し、
内燃機関事業をさらに強化しつつ、成長領域の新規事業を
新たな事業の柱へと発展させ、収益力向上を目指します

不確実性が高まる今こそ
技術力で社会的課題解決を目指す

　Niterraグループとして2023年にリスタートを切り、今年で3年目を

迎えました。英文商号の「Niterra Co., Ltd.」の変更に伴い、刷新し

たグループ名には、「持続可能な社会へ貢献し、地球を輝かせる企業

となる」という想いが込められています。この想いの実現に向け、社会

的課題解決に繋がる新たな市場に挑戦し、主力製品である自動車の

スパークプラグや排ガス用センサなどの内燃機関部品にとどまらない

新たなブランドイメージの発信にも取り組んでいます。

　2025年の日本国際博覧会（大阪・関西万博）に協賛・出展したのも、

「い のち輝く未来社会 のデザイン」という本博覧会 のテーマと、

Niterraに込めた想いに親和性の高さを感じたためでした。当社の展

示プレイスでは、“「水」と「空気」のチカラで、「地球の未来を輝かせる」”

をテーマに、水と空気の循環パフォーマンスをはじめ、当社開発の無

鉛圧電セラミックスを用いた超音波発生器搭載の「空中感覚装置」な

どを展開しました。来場くださった多くのお客さまから予想以上に高

い評価をいただき、担当した従業員の励みにも繋がったようです。

President’s message

代表取締役 取締役社長 社長執行役員　川合 尊

社長メッセージ
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❷ グローバル自動車顧客・販路
当社は140か国以上に当社製品を供給するグローバルな生産・販売体制を構築しており、世界各地のグループ会社と連携して、世界のどこからでも同一水準かつ高品質な製品を提供しています。
長年に亘って開拓してきた「NGKスパークプラグ」を販売するルートは、当社の収益の源泉となっています。

国内31拠点、海外62拠点・140以上の国と地域に販売 OEM（新車組み付け用製品）／ AM（補修用製品）の特長とメリット

当社の「NGKスパークプラグ」の年間販売数量のうち、約75％は AM 向けが占

めています。新車販売市場のBEV化動向によってOEM向けの販売数は左右され

ますが、AMにおいては内燃機関搭載車両の保有台数が需要対象となるため、今

後もより安定的な販売が見込めます。当社の高い品質や技術力があることから、

OEM 向けの販売は世界シェアNo.1となっています。このことからAM 市場にお

いても「NGKスパークプラグ」の信頼性は広く認知されており、確固たるブランド

イメージを築いてきました。これからも引き続きスパークプラグの安定的なグロー

バル供給をOEM・AM向けともに継続していきます。

世界140か国以上への販売を支えるため、当社はグローバルな生産体制を

構築しています。地政学的リスクやサプライチェーンの変動に左右されないよ

う、複数の地域・サプライヤーからの調達体制を確立し、国内および現地での

安定した部材の供給量を確保しています。これにより、コスト低減を実現しつつ、

長年培ってきた高品質な原料を選定・調達するノウハウを活かし、いかなる状

況下でも安定した製品の供給を可能にしています。

当社は材料開発から製造までの一貫した生産体制を持ち合わせ、その強みを活

かしつつ、グローバルな販売・供給体制に合わせ、世界各国に生産拠点を設け、

世界のどこへでも供給できる体制を構築しています。特にブラジルにおいては、

60年以上前に進出、生産対応をおこない、長い期間、地域社会とともに、市場へ

貢献してきました。これらグローバルな生産体制に加え、各拠点の強み、役割を

意識した生産割振りをおこなうことで、コスト競争力の高い生産を実現しています。

AM市場での販売を支える当社の強みとなっているのはグローバルに広がる

チャネルパートナーです。OEM 販売における高い採用率が AM 市場では有

効なプロモーションとなり、製品ブランドが周知され「NGKスパークプラグ」

を取り扱うパートナーが増え、世界中に供給することができるようになりました。

加えてチャネルパートナーへの適切なサポートとコミュニケーションが当社の

販売網を強固なものとし、強みとして磨きをかけています。

グローバルなサプライチェーンによる安定供給 材料開発から製造まで一貫したグローバル生産体制 製品ブランド力とグローバルな販売網を支えるチャネルパートナー

調達 生産 販売
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革に挑める、極めて稀有な企業ポジションだと思います。

川合　自律創造する人材を目指してもらう上で、社員には「失敗して

いい。失敗してもその経験を教訓に、次はこうしようという次のアイデ

アにつながる失敗であればいい」と常に伝えています。

先ほど、新規事業を確立するなら今がチャンスと申し上げたように、業

績が好調に推移している今の事業環境を味方につけ、明治維新の時

のような「世の中を変えていこう」という志さえあれば、当社はもっと

強くなれると考えています。試行錯誤をしながら、そういう変革に挑め

る人材を育む環境をつくっていきたいですね。

そのためには、当社として進むべき緩やかな方向性・持つべき志を共

有する必要があると考え、今回の中計ではエンゲージメント向上を重

要なテーマに据え、取り組んでまいります。

「地球を輝かせる企業」というありたい姿に向け
「中計2030」の5年間をやり遂げる

川合　最後に、当社グループのありたい姿実現に向けた期待と、今後、

どのような議論が必要であるか、課題を含めて意見をお願いします。

土井　「地球を輝かせる企業」という大きなゴールに向け、「“特殊な”

技術と発想で」という手段は具体化されているものの、自分が「これを

やりたい」と明言できる従業員はまだ少数派ではないでしょうか。新た

な人材の採用に繋げていくためにも、会社として目指す「社会に貢献

できる」分野や技術について、もう少し解像度を高く示し、意識合わせ

をしていくことが今後の課題の一つだと思います。

髙倉　先ほど述べた人事の在り方にもう一つ付け加えると、「社会に

リスペクトされる会社を創造する人事」であるべきで、役割の一つが“正

しい人をバスに乗せる（Niterraに共感する人を採用する）”ことです。

では、「正しい人」の要件とは何か。「正しい人」をどう育てていくのか。

例えば、自分を主語にして責任を持って行動できることであり、それが

自己成長や適切なリスクの把握に影響していきます。そして、一人ひと

りのこうした行動の集積が組織文化になるのです。そのためには、変

化に応じてスキルを身につけるための教育、これまでの「間違いなく

できる人」という登用基準だけではなく最適な人材をシステム的に配

置するタレントマネジメント、専門人材が活躍できない事態を防ぎチー

ム力を高める企業風土改革、の3つの要素が整うかどうかが大切です。

中計2030を土台に、さらに時代に合わせた共有価値観のアップデー

トなど、議論を深めていければと思います。

真茅　主力となるスパークプラグや排ガス用センサとは異なる領域で、

新たな事業やカルチャーが頭角を現し、グループ全体の企業風土を変

えていく、そうした変化の起点になりうる可能性を感じています。現状

の成長事業である半導体関連事業、あるいはM&Aや新規事業がリー

ドする形で、多様な人材が融合され、新しいカルチャーが醸成されてい

く。その中でリーダーシップが生まれていくことにも期待し、積極的に

提言していきます。

三村　Niterra Materials の事業・人材面でのシナジーに加え、中堅

クラスの若手リーダーが誕生してくれば、中計2030の5年間で、第2、

第3の創業が実現するのではないかと期待しています。その実現に向け、

社外取締役として尽力していく所存です。

川合　行動の集積が組織文化になるというのはご指摘の通りで、行動

を変えるためには、時にコンフリクト（衝突）をも恐れることなく議論し

ていくプロセスが肝要と捉えています。今回の中計では、ポジティブな

コンフリクトを成果に繋げていくべく、会社が進もうとする未来を従業

員に示し共感してもらうことで、エンゲージメントを向上させていきます。

中計2030の5年間が“Niterraが変わるチャンス”と捉え、不断の努力

でやり遂げていく所存です。社外取締役の皆さんには、今後とも忌憚

のない提言をお願いします。

M&Aや新規事業創出を契機に

第2、第3の創業の実現に期待

市場開拓、新規事業創出における

BtoBtoCの視点の大切さ

01 価値創造ストーリー

成長戦略座談会
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優先的に取り組む経営課題

ロングリスト作成・絞り込みとシナリオ作成

STEP

2
さまざまな外部要請のうちCSRDのトピックスを先進的なものと位置付け、それらを中心として約100項目のロングリス

トを作成。当社グループの事業の現在・将来を鑑みて関連性の高い項目を絞り込み、それぞれにおいて想定シナリオを作成。

ダブルマテリアリティの数値化と優先的に取り組む経営課題の特定

STEP

3

グローバル戦略本部および主要事業の担当役員による集中討議にて、各項目の想定シナリオをもとに当社グループが社会に与える影響（社会インパクト）と当社グループが受ける財務影

響（財務インパクト）をスコアリングしてマッピング。さらにSTEP1で認識したリスク・機会を踏まえて検討し、CSR・サステナビリティ委員会での議論、取締役会での承認を経て、「優先

的に取り組む経営課題」を制定。長期経営計画2030で特定した8つの「優先的に取り組む課題」を、新たに制定した3つの「優先的に取り組む経営課題」に再分類。

社会インパクト：深刻度（規模、範囲、回復困難
度）と発生可能性のスコアの
平均。それぞれ5段階で評価。

財務インパクト：影響額と発生可能性のスコア
の平均。影響額は、10億円以
上20億円未満を1、80億円以
上を5として5段階で評価。
発生可能性は、「稀に発生」を
1、「すでに起きている」を5
として5段階で評価。

財務インパクト

2.0
2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

2.5 3.0 3.5 4.0

気候変動への適応

カーボンニュートラル

大気汚染

エネルギー

：

機会均等と公平性

ダイバーシティ

ワーク・ライフ・バランス

適正な労働時間

健康と安全

雇用の安定性

人材の育成

社
会
イ
ン
パ
ク
ト

リスクと機会を
踏まえて判断

集中討議

社会的課題解決

人的資本

経営基盤

私たちは、Niterraウェイ（CSR・サステナビリティ憲章）にも謳われて

いるように、持続可能な社会の実現に寄与することで、企業価値を向

上していくことを目指しています。そのためには、社会的課題の解決

が最重要経営課題と考え、Niterraならではの想いも込めて「技術と

発想で地球を輝かせる」こと、そして「地球を輝かせる」ための人材創

出をおこない「多様で主体的な人材がNiterraウェイを体現する」こと、

また「地球を輝かせる」ための基盤整理をおこない「変革を促す新た

なグローバル経営基盤を作る」ことをあわせて推進していきます。具

体的には、多様な技術の組み合わせを通じた社会的課題解決への貢

献、再生可能・循環可能なソリューションの提供をおこなっていきます。

またそれを支える人的資本投資としては、多様な人材が個を活かして

いきいきと働くことができる仕組みの拡充、変革中も主体的に動き、

未来を切り開く人材の育成、より高度な課題に対し、専門性を持って、

新たな価値を創造できる人材の育成などをおこないます。さらにこれ

らを支える経営基盤整理として、迅速な意思決定を支え、戦略的なリス

クコントロールを可能にする組織プラットフォームの構築を実現してい

きます。そしてこれらの項目を実現するために、「社会的課題解決」「人

的資本」「経営基盤」のそれぞれの分野で中長期的な視点でより具体

的な取り組み内容とその目標を設定して取り組んでいくことが重要だ

と考えています。
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特定した優先的に取り組む経営課題は、下表の通りです。
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自然災害の激甚化をはじめとする気候変動による影響は、社会の持続可能な
発展を妨げます。そのため、気候変動の原因とされるCO2などの温室効果ガ
スの排出を抑制し、脱炭素社会を目指すことが世界共通の課題となっていま
す。当社グループにとっても、事業活動およびサプライチェーンで排出される
CO2を削減することが重要な課題と認識しています。

当社グループは、世界が抱えるさまざまな課題に向き合い、その解決に資
する新たな価値を共創・提供することで、より良い社会の実現に寄与してい
きたいと考えています。世界が直面する課題は多岐に亘り、気候変動や食
料不足をはじめ、限りある資源を将来世代に継承するために私たちが利用
する製品・サービスの環境負荷をできるだけ小さくすることも、社会全体の
持続可能性にとって重要な課題です。当社グループは、これまでに培ってき
た技術と蓄積した経験を最大限に活かして、世界の人々に新たな価値を提
案することで、社会全体の持続的な発展に貢献していきます。

当社グループは、従業員は最大の経営資源であると認識しています。世界で
約16,000人の従業員の多様性・個性を尊重し、一人ひとりが活躍できる環境
を整えることが当社グループの発展に繋がると考えています。

ビジネスを取り巻く環境が大きく変化する現代において、企業が直面するリ
スクも多様化しており、リスクへの対応を誤ると、企業存続の危機に陥ること
もあります。当社グループは、日頃からリスクマネジメントを推進することで、
企業価値の向上に努めています。

当社グループがビジネスを展開していくためには、社会から信頼される企業
であり続けることが不可欠です。当社グループは「社会の一員である」との
認識を持ち、社会の要請に適切に応えていくことで、ステークホルダーの皆
さまから信頼される企業を目指します。

情報技術が日々高度化し、ビジネスにおいても、さまざまな情報資産を扱っ
ています。一方で、サイバー攻撃をはじめとするリスクが増しており、情報セ
キュリティを高めることが課題となっています。当社グループにおいても、情
報資産を経営資源の一つと位置付けて、適正に保護しながら有効に活用する
ために、情報セキュリティを強化していきます。

持続的成長と中長期的な企業価値の向上を図るために、専門知識や経験などの
バックグラウンドが異なる多様な人材で取締役会を構成することが重要と考えて
います。また、取締役会の社外取締役比率を向上させることで、取締役会の監
督機能を強化するとともに意思決定の透明性を確保することを重視しています。

▶ P.70

▶ P.30

▶ P.30

▶ P.30

▶ P.30

▶ P.30

▶ P.30

▶ P.61

▶ P.58

▶ P.77

▶ P.77

▶ P.90

▶ P.91

▶ P.93

▶ P.30-31詳細は「優先的に取り組む経営課題（Niterraマテリアリティ）の活動レビュー」

※目標・アウトプットの時期は、長期経営計画の最終年度としています。ただし、表中に記載があるものは、その年度としています。

優先的に取り組む経営課題 特定理由 主な取り組み内容 目標・アウトプット（2029年度） 参照ページ

技術と発想で地球を輝かせる

気候変動対応 CO2排出量の削減

自動車関連環境配慮製品の
普及・拡販

燃料電池の開発

無鉛圧電材の用途開発

センシングIoT事業の開発

カーボンニュートラル・アズ・ア・サービス

女性・外国籍・
キャリア採用の促進

新たな人事制度の検討

取締役の女性・外国籍比率の向上

重大インシデントの顕在化予兆の
管理および未然防止

取締役の社外比率の向上

役員・従業員の意識調査と
継続的な教育啓発

インシデント対応組織の維持・
強化および予防体制の構築

社会的課題の
解決に寄与する
技術・製品・事業

グローバル
人材マネジメント

コーポレート・
ガバナンス

リスクマネジメント

コンプライアンス

情報セキュリティ

● 多様な技術を融合させ社会的課
題解決に貢献

● 再生・循環可能なソリューション
の提供

多様で主体的な人材が
Niterraウェイを体現する
● Niterraで働く一人ひとりが仕事を
通じて成長し、社会で輝き続ける

● その成長がNiterraグループの
永続的発展の原動力へ

変革を促す、新たな
グローバル経営基盤を作る

● 外部環境の変化に適応し、より
強い企業体質への変革

● 迅速な決定と戦略的リスク管理
を可能にする

● CO2排出量 [2018年度比]
 2030年度：30％削減　
 2035年度：71.4％削減
 2050年度：カーボンニュートラル（ネットゼロ）

● 貴金属プラグの販売比率：50％以上

● 全領域空燃比センサの販売比率：50％以上

● CO2フリー水素利用を視野に入れた高効率分散型電源の普及

● 有鉛圧電材からの代替促進

● 自動化、最適化、汎用化などによる事業の効率向上

● 合成燃料（メタン）製造システムの構築と導入

● 管理職の女性・外国籍・キャリア採用比率：25％

● 従業員満足調査の結果向上

● 女性・外国籍取締役比率：30％以上

● 社外比率：3分の1以上

● 経営の意思決定に資するリスクマネジメントシステムの構築

● コンプライアンス意識調査実施と結果の開示

● 情報セキュリティマネジメントシステムの維持

人的資本

経営基盤

社会的
課題解決

人的資本

経営基盤

社会的
課題解決

※2026年4月に「46％削減」に変更予定
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主な取り組み内容の2024年度の進捗状況は、気候変動、人材マネジメント、ガバナンスについては目標を達成した項目もあり、おおむね順調に推移しています。

また、社会的課題の解決に寄与する技術・製品・事業のうち新規事業関連の取り組みは、目標を高く設定していることもあり想定通りには進んでいませんが、着実に進捗しています。

今後も継続的にこれらの課題に取り組み、持続可能な社会の実現に貢献していきます。

社会的課題解決 気候変動対応�

主な取り組み内容 CO2排出量の削減 目標・アウトプット CO2排出量：30％削減 ［2018年度比］
（2030年度）※2026年4月に「46％削減」に変更予定

2024年度進捗 31.7％削減（19.1万トン）

2024年度の取り組み
● �カンパニー別のCO2削減ロードマップを策定した。
● �2023年度にイントラネットに開設した「気候変動対応の専用サイト」の海外向けサイトを開設し、

情報提供を開始した。

2025年度以降の課題認識
● 1.5℃目標に適する目標値への見直し
● 海外グループ会社におけるCO2削減活動の推進

社会的課題解決 社会的課題の解決に寄与する技術・製品・事業の開発�

主な取り組み内容 自動車関連環境配慮製品の
普及・拡販 目標・アウトプット ①貴金属プラグの販売比率：50％以上

②全領域空燃比センサの販売比率：50％以上

2024年度進捗 ①46％　②41％

2024年度の取り組み

● �EVシフトが鈍化し、貴金属プラグの搭載が多い四輪車の販売が維持されたことにより、貴金属プ
ラグの販売比率が維持された。

● �全領域空燃比センサの比率が高い中国向けの市場において、当社シェアの低いローカルメーカー
が躍進したことにより当社シェアの高い日米欧系メーカーの新車販売が不振。結果として全領域
空燃比センサの販売比率が想定ほど伸びなかった。

2025年度以降の課題認識 EV化や競合製品の動向など、市場環境の見極め

 社会的課題解決 社会的課題の解決に寄与する技術・製品・事業の開発�

主な取り組み内容 燃料電池の開発 目標・アウトプット CO2フリー水素利用を視野に入れた
高効率分散型電源の普及

2024年度進捗
● �新規用途向けの拡販
● �家庭用高効率モノジェネレーションシステムの開発

2024年度の取り組み
● �多様燃料対応などの新規用途向けの拡販に取り組んだ。
● �家庭用燃料電池への参入計画を見直し、高効率モノジェネレーションシステムを開発。

2025年度以降の課題認識
● 業務・産業用向けの堅調な立上げ
● 新規用途向けの市場開拓と家庭用向けの再計画立上げ
●海外顧客への積極的な提案

※カーボンニュートラル・アズ・ア・サービスとは、当社が考える脱炭素循環型社会とソリューションサービスの構想案です。詳細は当社ウェブサイトをご覧ください。
　  https://www.sustainability.niterragroup.com/ja/themes/524/
　  https://www.niterragroup.com/business/innovation/new_business/ccu/

※目標・アウトプットの時期は、長期経営計画の最終年度としています。ただし、表中に記載があるものは、その年度としています。

特集　水素製造と発電が可能な小型リバーシブル SOC システム

社会的課題解決 社会的課題の解決に寄与する技術・製品・事業の開発

主な取り組み内容 無鉛圧電材の用途開発 目標・アウトプット 有鉛圧電材からの代替促進

2024年度進捗 代替件数の年度目標達成

2024年度の取り組み
● 有鉛圧電材からの代替としての無鉛圧電材を、予定通り出荷した。
● 代替用途に限らず、無鉛圧電材を必要とする新規顧客を開拓した。
● 無鉛圧電材の性能アップに取り組み中。

2025年度以降の課題認識
● 有鉛圧電材の規制動向の見極めと性能アップ
● 無鉛圧電材の認知度向上

社会的課題解決 社会的課題の解決に寄与する技術・製品・事業の開発

主な取り組み内容 センシングIoT事業の開発
（陸上養殖システム） 目標・アウトプット 自動化、最適化、汎用化などによる

事業の効率向上

2024年度進捗 陸上養殖システムの市場納入開始

2024年度の取り組み
● 新会社Niterra AQUAを設立した。
● オンラインショップでの販売体制を構築し、うるみえびの販売を開始した。
● 実証試験に適用できるNiterra養殖システムのベース構築を完了した。

2025年度以降の課題認識
● ビジネスに適用できるNiterra養殖システムの構築
● 実証試験およびビジネス顧客の開拓
● システム購入者向けのえび販売ルートの開拓

 社会的課題解決 社会的課題の解決に寄与する技術・製品・事業の開発�

主な取り組み内容 カーボンニュートラル・
アズ・ア・サービス※ 目標・アウトプット 合成燃料（メタン）製造システムの

構築と導入

2024年度進捗
● メタン製造テスト機設置完了
● 地域CCUとして実証試験を実施

2024年度の取り組み
● メタネーションの反応開始温度の低温化に取り組んだ。
● 地域CCUの実証実験で収穫した“地域CCU® 温室みかん”を販売した。
● 回収したCO2を運搬する際のCO2排出量をモニタリング中。

2025年度以降の課題認識
● CO2回収のさらなる低コスト化、省エネ化
● 回収したCO2の利活用先の拡大

▶ P.32
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人的資本 グローバル人材マネジメント�

主な取り組み内容
①�女性・外国籍・キャリア採用の

促進
②新たな人事制度の検討

目標・アウトプット
①�管理職の女性・外国籍・キャリア採用

比率：25％
②従業員満足度調査の結果向上

2024年度進捗 ①26.4％（2025年4月1日時点） ※国内グループは26.9％ （2025年3月末時点、管理職級の専門職を含まない）

②3.48（2022年度3.33、2023年度3.46）

2024年度の取り組み

①● �Raise UPプログラム（選抜型女性管理職登用研修）の前段階となるプレRaise UPプログラム
を始動し、将来の主任・係長となり得る人材を育成した。

　● 多様性を受容する風土醸成のため、DE&I WEEKを継続して開催した。
②● 最重要課題である人材ポートフォリオ（要員計画）に取り組み、現状把握を完了した。
　● �部長向けに取り組み共有会を開催し、各部門の具体的なアクションを共有し、他部門との

繋がり＝『共生』のマインドを培う機会とした。

2025年度以降の課題認識 ①Raise UPプログラム、プレRaise UPプログラムの候補者不足
②事業ポートフォリオに対応した適所適材な人材配置

経営基盤 コーポレート・ガバナンス

主な取り組み内容
①�取締役の女性・外国籍比率の

向上
②取締役の社外比率の向上

目標・アウトプット ①女性・外国籍取締役比率：30％以上
②社外比率：3分の1以上

2024年度進捗 ①36％（11名中4名）　②64％（11名中7名）

2024年度の取り組み
● �取締役会において、社外・社内にかかわらず闊達に意見が交わされ、審議がおこなわれた。
● �取締役のオフサイトミーティングにおいても自由な意見交換がおこなわれた。

2025年度以降の課題認識 取締役会の多様性の維持

 経営基盤 リスクマネジメント�

主な取り組み内容 重大インシデントの顕在化、予兆
の管理および未然防止 目標・アウトプット 経営の意思決定に資するリスクマネジ

メントシステムの構築

2024年度進捗
● �優先リスク対策状況のモニタリング、リスク低減活動の推進
● �経営視点での戦略リスクを統合型リスクマネジメントに取り込むことを目的に、リスク要素の洗い

出しを実施

2024年度の取り組み

● �リスク主管部門による優先リスクへの対策状況をモニタリングし、リスク低減活動を推進した。
● �グローバル優先リスクへの対応を継続し、本社リスク主管部門による対応のモニタリング・

評価を実施した。
● �「戦略リスク＝中期経営計画の目標達成を阻害するリスク」と定義し、リスク要素の洗い出しを

実施した。

2025年度以降の課題認識
● グローバル優先リスクへの対応支援とモニタリング
● 戦略リスクを取り込んだ統合型リスクマネジメントによるリスク未然防止活動の推進

※目標・アウトプットの時期は、長期経営計画の最終年度としています。ただし、表中に記載があるものは、その年度としています。

経営基盤 コンプライアンス

主な取り組み内容 役員・従業員の意識調査と継続
的な教育啓発 目標・アウトプット コンプライアンス意識調査実施と結果の

開示

2024年度進捗
● 低スコア部門への改善施策の継続実施
● 階層別教育の実施

2024年度の取り組み
● �2023年度コンプライアンス意識調査での低スコア部門において改善施策を継続実施した結果、

改善したことを確認した。
● 階層別のコンプライアンス教育を実施した。

2025年度以降の課題認識
● コンプライアンス意識調査の実施とその結果を踏まえた改善施策の有効性確認
● グローバル視点でのコンプライアンス活動の強化
● 継続的な階層別教育の実施

経営基盤 情報セキュリティ

主な取り組み内容 インシデント対応組織の維持・
強化および予防体制の構築 目標・アウトプット 情報セキュリティマネジメントシステムの

構築

2024年度進捗
● グローバルセキュリティ体制継続強化
● サイバーBCP構築
● ITセキュリティ監査の国内外全拠点実施

2024年度の取り組み

● グループ規程を改訂し、グローバル会議を開催して体制強化を図った。
● �対象カンパニーでIT-BCPを作成し、訓練を実施した。海外グループ会社においてはIT-BCP作成

を進行中。
● ITセキュリティ監査を国内外全拠点で実施した。

2025年度以降の課題認識
● IT-BCPにおけるカンパニー間の連携や全体最適化
● ITセキュリティ監査の効率化、高度化
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SOEC/SOFCシステムを
併設した場合
●2つのシステムが必要。

●設置面積も大きく、インフラもそれぞれ必要。

リバーシブルSOCシステムの場合
●水素製造と発電の両機能を
 1つのシステムに集約しコンパクト化

●外部からの切替司令で
 リバーシブル動作が可能
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開発の背景
近年、カーボンニュートラル社会の実現に向けて、再生可能エネルギー

由来電力の導入が進んでいます。しかし、太陽光や風力などの再生可

能エネルギーは発電量が変動するため、電力の需給バランスが崩れ、

余剰または不足が生じることがあります。余剰電力が発生した際には

出力抑制がおこなわれていますが、社会全体の再生可能エネルギー

比率が高まるにつれて、出力抑制がさらに増加すると予測されており、

余剰電力の利活用が課題となっています。

その解決策の一つとして注目されているのが、余剰電力を水素に変換し

て貯蔵し、電力不足時や災害による停電時に貯蔵した水素を用いて発電

するエネルギーマネジメントです。当社は、長年培ってきた燃料電池技術

を応用し、1台のセルスタックで水電解による水素製造と燃料電池による

発電の両方を可能にする「リバーシブルSOCシステム」を開発しました。

システムの特長、機能
当社のセルスタックは、「電気を使って水素を生成するSOEC」と、「水素と

空気を使って電気を生み出すSOFC」のそれぞれの動作が可能です。どち

らもCO2などの温室効果ガスを排出しないため、カーボンニュートラルの

実現に不可欠な技術です。

単一のスタックで水素製造と発電を切り替えながら使用できるため、

SOECとSOFCを個別に設置する場合に比べてシステムをコンパクトにで

き、省スペース化が図れるという利点があります。

SOCシステムでは、セルスタックを700℃前後の高温に保持する必要が

あり、この熱エネルギーの管理がシステムの効率を大きく左右します。当

システムは、内部で発生する熱を有効利用できる小型で高効率なホットモ

ジュールを搭載しており、当社が長年培ってきた高温環境下でのセルスタッ

クの電気化学特性を制御する技術や、熱流体解析技術を応用しています。

●システムの利用シーン
＜季節間の電力需給調整＞

夏の余剰電力をSOECで水素に変換して貯蔵し、冬に不足する電力を夏に貯めた

水素によるSOFC発電で補うことで、季節間の電力需給の調整が可能になります。

●今後の展望
エネルギーマネジメントシステムとしての検証をおこなうとともに、SOCシス

テムの普及促進に向けた啓発活動や協業パートナーの探索をおこない、

2025年度の製品化を目指します。

今後、太陽光発電や風力発電などの再生可能エネルギー発電の普及が進むと、

小規模な発電が増え、現在の中央集権型の大規模発電所と長距離送電線に

依存する電力システムとは異なる、地域内の電力の自給自足の形態、地域完

結型のエネルギー供給の形態に移行すると考えられます。その世界では、燃

料電池や水素製造装置を組み合わせた分散型電源システムは非常に有望な

形態となっていくため、将来の市場が期待できます。

＜非常用電源としての活用＞

災害などによる停電時、日中は太陽光発電で電力を確保できますが、悪天

候時や夜間は電力を得ることが困難です。SOCシステムは、貯蔵した水素

を使用して必要なときに発電できるため、昼夜問わず柔軟にエネルギーを

供給することができます。

当社グループは、優先的に取り組む経営課題の主な取り組み内容の一つとして「燃料電池の開発」を掲げています。この取り組みの中で、開発中の固体酸化物形セル（SOC：Solid 

Oxide Cell）を使用し、水電解による水素製造と燃料電池による発電を1台のセルスタックで実現するシステム「リバーシブルSOCシステム」を開発しました。

水素製造と発電が可能な小型リバーシブル SOCシステム

私たちが開発したリバーシブル SOCシステムは、エネルギーを長期貯蔵できる技術であり、

数多くの企業・団体さまから関心をお寄せいただいています。社内の検証機で水素製造・貯

蔵・発電の運転をおこなって課題を抽出し、得られた知見をもとに改善を重ね、Niterra の

強みを活かした SOCシステムの普及に取り組んでいきます。� エネルギー事業本部  K.T.

担当者の声

社会的課題の解決に寄与する技術・製品・事業の開発
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優先的に取り組む経営課題（Niterraマテリアリティ）に関する特集
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ウェルビーイング戦略グループ

人事戦略室 サステナビリティ
戦略室

コーポレート
コミュニケーション室

Niterraグループの「ウェルビーイング」

従業員
• 安全・健康で職務に専念できる
• 自身の能力や経験が向上し成
長を感じる
• 自身が社業を通じて社会に貢
献していると感じる

組織・企業
• 安全・安心な職場環境を提供している
• 従業員の能力を引き出す機会を提供し
ている
• 総力を結集して社会的課題の解決と経
済合理性を両立している

社会
• 事業を通じて社会に新たな
価値を提供している
• 社会から選ばれる企業グ
ループとなっている

ウェルビーイング戦略グループ発足の狙いと
ウェルビーイングに込めた想い

　2025年4月、新たに発足したウェルビーイング戦略グループ内の人

事戦略室、サステナビリティ戦略室、コーポレートコミュニケーション

室を担当しています。当社グループの非財務価値の向上に深く関わる

重要な役割を担っている3部門が同じグループに属することにより部

門間の壁が低くなり、情報共有や連携をスムーズとし、経営戦略との

整合性の強化を図ります。また同じ役員が担当することにより、意思決

定が早くなります。結果として、透明性のある情報開示に繋がり、一貫

した説明責任も果たせると考えています。この新体制で、非財務情報

に関し、投資家を含めたステークホルダーの皆さまへより充実した説

明をしていくことに努めます。例えば、経営戦略を進める上で人事施策

（人事戦略室）が連動し、それが企業の社会的課題の解決を通じた貢献

（サステナビリティ戦略室）として対外的に発信され、それが良き企業

市民として役割を果たしていることをきちんとお伝えする（コーポレー

トコミュニケーション室）という連携や相乗効果を生み出していきます。

　グループ名に冠した「ウェルビーイング」ですが、一般的に「精神的・

肉体的、そして社会的な健康を意味する概念」、簡単にまとめると「良

い状態」と捉えられており、そして、そのアプローチには、2つの考え方

があるといわれています。一つは社会全体のウェルビーイングを追求

することが一人ひとりのウェルビーイングに繋がるという考え方、もう

一つは、一人ひとりのウェルビーイングを追求することが社会全体のウェ

ルビーイングの実現に繋がるという考え方です。当社グループでは、

後者の考え方で取り組もうとしています。持続的な企業活動のためには、

まず従業員がウェルビーイングな状態でないと始まりません。安全・安

心な職場環境で、自分の能力をいかんなく発揮し、仕事を通じて成長

を感じながら企業・社会に貢献することに喜びを感じてもらいたいです。

　安全・安心な職場環境を提供し、従業員の能力を引き出し、機会を

提供すること、そして総力を結集し、社会的課題の解決と経済効率を
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Message from the Well-being Strategy Officer

従業員一人ひとり、組織・企業のウェルビーイングを実現することで、
社会全体のウェルビーイングに貢献し、選ばれる企業へ
執行役員
グローバル戦略本部ウェルビーイング戦略グループ
人事戦略室・サステナビリティ戦略室・コーポレートコミュニケーション室担当

北河 広視

02 成長戦略

ウェルビーイング担当執行役員メッセージ
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取締役会

事務局
（サステナビリティ戦略室）

諮問

監督

上程・報告指示

各専門委員会

答申

リスク
マネジメント
委員会

コンプ
ライアンス
委員会

全社品質
委員会

IT
セキュリティ
委員会

環境委員会 安全衛生
委員会

人権分科会
CSR・サステナビリティ委員会

CSR・サステナビリティ委員会の中期計画

経営会議

2025年度～
サステナビリティ経営と継続に向けた自走

2024年度
サステナビリティと経済合理性の融合

2023年度
「自分事化」の促進

2022年度
「理解」と「共感」の醸成

Phase 3

Phase 1

Phase 2

私たちの企業理念には、世界の人々に「新たな価値を提案」「貢献」と

いった言葉があり、社会の役に立ちたいという想いが含まれています。

これは、事業を通して社会的課題の解決に貢献するという、サステナビ

リティに繋がる考えです。

この考えをよりわかりやすく示し、広く社内外に伝えるため、「CSR・サ

ステナビリティ憲章」および CSRに関する当社グループの行動指針を

示す「CSR基本方針」（全12方針）を制定しています。

当社グループが社会とともに持続的に成長していくため、CSR・サステ

ナビリティ委員会（年4回の定例会および必要に応じて臨時会を開催）

を設置し、社外取締役を委員長に据えて外部視点を重視し、優先的に

取り組む経営課題として3つの分野「社会的課題解決」「人的資本」「経

営基盤」を特定して活動を推進しています。

CSR・サステナビリティ委員会は、取締役会からの諮問に対して、必要

に応じて外部有識者を招いて知見・視座を高めながら、長期を見据え

たサステナビリティ経営の推進を図るべくさまざまなESGテーマに関

して多角的に議論をして答申していきます。

また、重要なESGテーマに関しては、分科会をCSR・サステナビリティ

委員会に設置して注視していきます。現時点では人権分科会を立ち上

げて人権デュー・ディリジェンスの有効性を監督しています。

各専門委員会については、それぞれ専門の業務執行が有効に機能し

ていることをモニタリングしています。

優先的に取り組む経営課題の「主な取り組み内容」である「気候変動

への対応」や「リスクマネジメント」などの進捗に関わる重要な情報は、

CSR・サステナビリティ委員会にも共有され、各専門委員会での重要

決定事項は、業務執行における重要事項を審議・決定・監督する経営

会議を通じて取締役会に報告されています。

執行の要となるサステナビリティ戦略室は、2025年4月から新たに設

CSR・サステナビリティ委員会
委員長メッセージ

社外取締役　CSR・サステナビリティ委員会 委員長　髙倉 千春

外部環境の認識
　気候変動、生物多様性、人権など、地球や社会が抱えるさまざまな課題に
ついて、企業としてどう捉え、どう取り組んでいくかが重要となっています。
また、不確実性の高い現代において、財務だけでなく非財務情報が重要性
を増してきており、サステナビリティの視点を取り入れた事業展開の必
要性を認識しています。このため、当社グループの事業を通じて社会の課
題解決に取り組むことで、社会と当社グループの持続可能性を高めてい
きたいと考えています。

委員会のミッション・ビジョン
　サステナビリティ経営のあるべき姿を見据えて、当社のコア・コンピタン
スや経営理念を中核とし、社会的課題の解決に向けて私たちに何ができる
のかを議論しています。本委員会は、取締役会への答申・提言を通じて、ミッ
ション・ビジョンの実現を目指します。

委員会の活動
　2024年度は、「長計・中計への反映」と「サステナビリティと経済合理性
の融合」を目指し、前年度に引き続いてマテリアリティの議論を深めました。
そして、 「社会的課題解決」「人的資本」「経営基盤」の3つを「優先的に取り
組む経営課題」 として取締役会に答申し、承認を得ました。また、Niterra
としての将来の方向性を見定めるため、委員が最新の知見を得る有識者講
演会を開催し、時代の転換点におけるサステナビリティと企業戦略について、
役員・管理職層とともに学びました。さらに、理念の浸透と事業活動での体
現、および役員・従業員のエンゲージメント向上を目指し、社内表彰制度を

「Niterra Award」として刷新して、2025年度中に実施予定です。
　2025年度は、「サステナビリティ経営と継続に向けた自走」を目指し、新
たな中期経営計画における委員会の活動内容について議論を進めます。そ
して、優先的に取り組む経営課題の「主な取り組み内容」を中心に、執行側
の具体的なアクションを力強く後押しすることで、事業活動を通じた社会
的課題の解決と企業価値の向上を追求していきます。

ミッション
持続可能な社会に向け、今までの枠組みを超えて社会と当社グループが共存し、
企業価値を向上させることで「Niterraグループのサステナビリティ経営」を「未来
志向」へシフトする
ビジョン
人々の幸せと地球・宇宙の持続可能な共存に向けて、蓄積した経験と技術を活か
して行動し、社会からの「理解と共感」を得ている

CSR・サステナビリティ憲章、CSR 基本方針

推進体制

置されたウェルビーイング戦略グループに属する部門となりました。同

じグループの人事戦略室、コーポレートコミュニケーション室とともに

人事戦略、広報戦略と連携、融合することにより、より整合性のあるサ

ステナビリティ経営が実現可能な体制になりました。
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CSR・サステナビリティ憲章
私たちは、持続可能な社会の実現に寄与することで、企業価値の向上を目指します。
•透明性の高い経営を行いながら、ステークホルダーとの信頼関係を構築します。
•社会的課題の解決に資する新たな価値を共創・提供します。

CSR基本方針
•リスクマネジメント方針
•コンプライアンス方針
•人権方針
•品質方針

•情報セキュリティ方針
•調達方針
•情報開示方針
•環境方針

•人材方針
•労働安全衛生方針
•社会貢献方針
•税務方針

02 成長戦略

サステナビリティ推進体制
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つの価値を両輪として捉え、永続的な発展の先に、「地球を輝かせる

企業」となることを中計2030に込めました。

2025年度からスタートする中期経営計画について

　中計2030は、非常に挑戦的な数値目標を掲げました。自動車関連

事業では、中計2025期間を上回る堅実な成長を見込んでいます。そ

こから得られるリソースを当社のコア・アセットが最大活用できる領域

に戦略的に振り向け、強い自動車関連事業をさらに強くしつつ、培っ

てきたコア・アセットを活用し、次世代の成長を担う新たな事業を創出

するというビジョンを描いています。当社が注力ドメインとして位置づ

けているのは、モビリティ、半導体、環境・エネルギーの3領域です。当

社が保有するセラミックスや無機材料の技術、今まで培った商流や顧

客資源などのコア・アセット活用に親和性の高い領域に投資の大部分

を集中させ、事業拡大の軸を置いていきます。中計2025ではメディカ

ル領域も含めていましたが、当社の強みの一つであるガス・センシン

グの技術を活用した呼吸器系などの領域への集中を図る方針とし、メ

ディカル領域全体は注力ドメインから外す判断をいたしました。

　特に後述するNTKセラテックと、Niterra Materialsが関わるセラミッ

ク技術・製品を中心とした事業においては、足元の成長を見込んでしっ

かりと投資をおこない、事業を大きくしていくことを目指しています。

　一方、環境・エネルギー領域については、収益貢献には一定の時間

を要する見通しです。現状は燃料電池事業に取り組んでおりますが、

今後は水素製造等へ拡大していく可能性があり、中長期的な視点に

立って適切な投資を継続し、2030年以降将来的なリターンの拡大を

目指します。事業領域の特性を踏まえ、時間軸を意識した収益の確保

を戦略的に推進していきます。

成長のための具体的な取り組みについて

　先に触れたように、セラミック技術・製品を中心とした成長においては、

NTKセラテックとNiterra Materialsの存在が必要不可欠です。それ

ぞれの成長を促進するための取り組みには、異なるポイントがあると

認識しています。

　NTKセラテックは、ボラティリティの高い半導体領域を担う事業で

あることから、時期と領域を的確に見極めた上で、投資すべき部分とそ

うでない部分を峻別し、メリハリのある対応を取る必要があります。そ

のためには、事業部門からの提案を受けるだけでなく、コーポレート

部門も一体となって事業を育てていく姿勢が不可欠です。投資の是非

を含む意思決定においても、本社が主導的に関与し、適切に管理して

いくことが重要であると考えています。

　一方、Niterra Materialsについては、まずPMIを確実にこなし、そ

の計画の中で新たに見つけられるシナジーの可能性を確実に刈り取っ

ていくことが重要です。当初、当社は酸化物系セラミックス、Niterra 

Materialsは窒化ケイ素系セラミックスにそれぞれ強みを持ち、重複

の少ない補完関係にあることがメリットであると認識していました。し

かし実際には、同社が窒化ケイ素系に対して当初の想定を上回る知見

と技術力を有していることが明らかとなり、今後は両者の知見を掛け

合わせることで大きな成果が 得られると期待しています。また、

Niterra Materialsの主力製品であるセラミックボールや放熱基板以

外でもシナジーの可能性を検証しています。

　さらに、Niterra Materialsにとっては、当社が強みを持つ海外市

場や自動車メーカー向けの販売チャネルを新たな市場展開の足がか

りとして活用できる可能性があると考えています。こうしたシナジーを

最大限に引き出すために、それぞれの要素を丁寧に整理し、中期経営

計画に反映しています。

　もっとも、技術を有する企業同士の融合においては、互いに技術理

解があるがゆえに、企業文化の違いが認識のずれを生む可能性もあり

ます。技術面のシナジーは早期に実現を図る一方で、管理手法や文化

面の融合については時間をかけて丁寧に進めるなど、メリハリをつけ

て統合効果の最大化をめざしていきます。

　セラミック技術や製品との関係が希薄な分野でも、当社グループの

コア・アセットや強みを活かし、存在意義や価値を見出せる場合には、

社内ベンチャーなどの仕組みを通じて、積極的に新規事業を立ち上げ

ていく姿勢を続けています。例えば、当社グループと自動車整備工場

との関係性を活用し、整備工場の屋上に設置したソーラーパネルで発

電した電力を整備工場に販売する「Niterra電力」という事業があります。

一見すると、当社の技術やコア・アセットとは直接関係のない領域のよ

うに見えるかもしれませんが、整備工場との関係性をより強固かつ円

滑にするという付加価値をもたらしています。

　また、当社が有するセンシング技術を活用した水質管理システムを

事業化し、エビの養殖に応用している取り組みもあります。このように、

セラミックス以外の領域であっても、当社の技術やコア・アセットを活

経営戦略担当役員メッセージ02 成長戦略
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ROIC改善
（収益性）

財務レバレッジ

持続的な成長に
向けた取り組み
（資本コストの低減）

成長事業の強化
（将来の収益期待）

▼  一定の自己資本を維持しながら、借入を積極的に活用

▼  機動的な株主還元

セラミックスを軸に、コア・アセット活用に注力

▼  Niterra Materialsとのシナジー創出

▼  SPE事業（半導体製造装置向け）の成長

優先的に取り組む経営課題の策定・実行

▼  人的資本経営による非財務資本の強化

▼  効率化の推進

▼  気候変動対応（CO2削減）

強い内燃機関事業をより強く、キャッシュ創出力の最大化

▼  プラグのシェアup、貴金属比率up
不採算事業の改善

資本政策

PER向上

ROE向上

企業価値向上
（PBR改善）

事業ポートフォリオ最適化

強い経営基盤構築

永続的な発展に資すべく人的資本の改革と圧倒的効率性の追求

セラミックスを中心とした成長、新規事業へのリソース集中

コア・アセットを最大活用できる事業ドメインに
リソースを集中投資し、成功体験を積み重ねることにより、

未来の事業の柱へとつなげる

内燃機関事業の更なる強化

市場における圧倒的な存在感を強化しつつ、
Niterraの会社基盤を支える 

その収益を戦略的に投資し、持続可能な成長を実現する
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主要経営目標

本中計で目指すこと

売上収益については、セラミックスを基盤としたドメインに注力し、内燃機関市場の持続性が今後も想定され

ることも踏まえ、2025年3月期から2030年3月期の間で1.5倍の1兆円へ拡大、トップラインを大きく伸ばすこ

とを目指します。

また、自動車関連事業やSPE事業を中心とした成長投資により稼ぐ力を向上させ、EBITDAは1.6倍の2,850

億円に拡大する方針です。
※�この経営目標値には、2025年9月にデンソーとの間で事業譲渡契約を締結したプラグ事業・排気センサ事業についても、競争法当局からのクリアランス取得前ではござ

いますが、一定の仮定のもと、含めております。

企業価値向上のためには、ROEのさらなる向上とPER向上の「両輪」を目指します。

ROE向上に向けては、強い内燃機関事業をさらに強化し、キャッシュ創出を最大化するとともに、不採算事業

の改善を徹底します。また、自己資本を維持しつつ借入を積極的に活用する資本政策や、機動的な株主還元

による財務レバレッジの最適化を図ります。

一方、PER向上に向けては、セラミックスを軸としたコア・アセット活用による成長事業（Niterra Materialsと

のシナジー創出、半導体製造装置向けSPE事業の成長など）を強化し、将来の収益期待を高めます。さらに、

グローバルガバナンスの向上、気候変動対応（CO2削減）、人的資本経営による非財務資本の強化といった持

続的な成長に向けた取り組みを進め、資本コストの低減にも努めます。これらの施策を通じて、持続的成長を

果たす強靭な企業体質を確立し、「地球を輝かせる企業」を目指します。

1  セラミックスや無機材料など、これまで培ってきたコア・アセットに注力し、新しい事業を創出します。

2  強い内燃機関事業をさらに強化し、社会的貢献を果たします。

3  上述した事業ポートフォリオ最適化を支えるべく、さらなる経営基盤の改革を強力に推進します。

業績目標 25/3期 30/3期

売上収益（億円） 6,529 10,000

　うち、コンポーネント・ソリューション 他 1,140 3,000

EBITDA（億円） ※1 1,750 2,850

営業利益（億円） 1,296 2,100

営業利益率 20% 21%

親会社の所有者に帰属する当期利益（億円） 926 1,450

ROIC 11% 12%

ROE 14% 16%

為替レート ドル：153円 ドル：135円

※1 EBITDA：営業利益＋減価償却費＋減損損失
※2 �営業利益及びその関連項目は、M&A案件の取得原価の資産および負債への配分（PPA）およびその償却費を一定の前提で想定した値

※2

1.5倍

1.6倍

中期経営計画2030
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中期経営計画2030

• SPE事業
• 窒化ケイ素事業
  （xEV向け）

重点領域での拡大

※3 デンソーからの
 一部事業譲受に
 よる影響を含む

中期経営計画2025

■ 自動車関連（億円）　■ コンポーネント・ソリューション他（億円）

22/3期 23/3期 24/3期 25/3期
実勢レート US$153円

30/3期
前提レート US$125円

3,877 4,439 5,053 5,388
7,000

1,039
1,185

1,091 1,140

6,529

3,000

10,000

※3

売上収益の推移
売上収益CAGR
約21%

売上収益CAGR
約5%

配当

追加還元

中期経営計画2030

17/3期 18/3期 19/3期 20/3期 21/3期 22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 26/3期
（予想）

27/3期 28/3期 29/3期 30/3期

42 60 70 70 60
102

166 164 178 186

DOE4％程度を下限とする安定配当部分と配当性向10％程度を目標とする業績連動部分を組み合わせて、
安定的な配当を目指す
事業ポートフォリオの改革、人的資本への投資、将来の成長に必要な研究開発、事業拡大・合理化のための設備投資および出資への
資本配分についても総合的に考慮した上、適正資本水準を超える部分については自己株式の取得を含む株主還元の対象とする

1株当たり配当金実績と今後の推移イメージ

DOE4%程度＋配当性向10％程度

安定配当かつ
配当性向30%以上

完全業績連動
配当性向40%

（円）

キャッシュ・イン

事業投資 株主還元

EBITDAキャッシュ・アウト

25/3期 30/3期

事業からの
キャッシュ・イン
約8,300億円

1兆円 1兆円

自動車関連
約3,400億円

コンポーネント・ソリューション
約3,200億円

コンポーネント・
ソリューション
650億円

経営基盤
約500億円

1,700億円

1,750億円

50億円

自動車関連
2,200億円

2,850億円

配当等
約2,400億円
うち、自己株式取得
決議済300億円

研究開発／新規事業
約500億円

有利子負債の
活用及び資産圧縮
約1,700億円

1.6倍

+600億円

+500億円
モノ

【自動車関連事業】
更に強く

経済合理性：キャッシュ創出の最大化
社会的課題の解決：自動車関連事業製品の安定供給
次世代モビリティ：xEV製品の拡大

【人材ポートフォリオ最適化】
個人：強い意志＆行動力を兼備した人材
会社：多様な人材の成長を支援できる環境

・事業撤退の見極め
・M&Aを含めたコア事業の拡充
  （ex.Niterra Materials)

【コンポーネント・ソリューション、新規事業】
選択と集中

セラミックス、コア・アセット活用に軸足をおく
コア・アセット活用：注力分野を新規設定

本社機能の改革

▼持続的な企業価値向上を目指した中長期視点での全社方針・戦略を示し、Niterraグループをグローバルに牽引する

▼事業ポートフォリオの最適化を進めるために、経営資源を戦略的に配分し、責任を持って実行する

方針

ヒト カネ

既存事業及び新規事業創生において、
コア・アセット領域に集中

グローバル・ジョブポスティング制度 Niterraウェイの
浸透グローバル・グレーディング制度

	 PROLOGUE

	 01	 価値創造ストーリー

	 02	 成長戦略

	 	 成長戦略の変遷

	 	 2040 ありたい姿、使命

	 	 優先的に取り組む経営課題

	 	 優先的に取り組む経営課題の活動レビュー

	 	 優先的に取り組む経営課題に関する特集

	 	 ウェルビーイング担当執行役員メッセージ

	 	 サステナビリティ推進体制

	 	 経営戦略担当役員メッセージ

	 	 中期経営計画2025振り返り

	 	 中期経営計画2030

	 	 DX 戦略

	 	 事業戦略　自動車関連

	 	 事業戦略　コンポーネント・ソリューション

	 03	 企業価値を向上させる資本

	 04	 コーポレート・ガバナンス

	 05	 データ

2030年3月期の事業構成の変化

キャッシュ・アロケーション

株主還元方針

経営基盤の強化

自動車関連事業は、内燃機関の再評価と需要の高まりを確実に捉え、安定成長をめざします。また、コンポー

ネント・ソリューション事業は、SPE・窒化ケイ素事業を中心に注力ドメインで伸ばし、xEV向けも拡大します。

キャッシュは、注力ドメイン（モビリティ、半導体、環境・エネルギー）へ集中的に充当し、持続的成長を支えます。

配当に加え、財務的安全性は維持したうえで自己株式の取得により追加還元を実施し、株主還元を充実いた

します。これにより、2030年時点までにEBITDAは1.6倍まで拡大を見込んでいます。

DOE指標の導入による安定的な配当をベースとし、利益成長も考慮した配当方針により、株主還元の充実を

図ります。

経営基盤の強化として、本社機能の改革を進めていきます。

中期経営計画2030
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成長戦略02

売上収益構成比
自動車関連事業

82.5%

■ プラグ事業売上収益（億円）
■ センサ事業売上収益（億円）
　　営業利益率（%）

2021 2022 2023 2024 2025
（予想）

2,500 2,851
3,353 3,616

1,377
1,588

1,700 1,772

3,770

1,902
3,877

4,439
5,053 5,388 5,67219.2

21.0

24.0 26.1 21.8

（年度）

	 PROLOGUE

	 01	 価値創造ストーリー

	 02	 成長戦略

	 	 成長戦略の変遷

	 	 2040 ありたい姿、使命

	 	 優先的に取り組む経営課題

	 	 優先的に取り組む経営課題の活動レビュー

	 	 優先的に取り組む経営課題に関する特集

	 	 ウェルビーイング担当執行役員メッセージ

	 	 サステナビリティ推進体制

	 	 経営戦略担当役員メッセージ

	 	 中期経営計画2025振り返り

	 	 中期経営計画2030

	 	 DX 戦略

	 	 事業戦略　自動車関連

	 	 事業戦略　コンポーネント・ソリューション

	 03	 企業価値を向上させる資本

	 04	 コーポレート・ガバナンス

	 05	 データ

プラグ
センサ

◦ �セラミック素材技術、異種材料接合技術

◦ �過酷な環境での適用技術

◦ �グローバル生産 / 販売体制

◦ �顧客の要望に応える仕様提案と技術サポート

◦ �既存生産工程からのスマートファクトリー化などデ
ジタル化推進の遅れ

◦ �EV 化の鈍化による内燃機関の延命と燃料多様化な
ど新技術への期待

◦ �内燃機関搭載車の保有台数の高止まり

◦ �新興国市場における新車販売台数の継続的な成長、
新規制による新規需要

◦ �内燃機関搭載車の生産台数減少による新車用製品
の販売減少

◦ �米国関税措置、貴金属を含む希少材料の建値変動
など、地政学リスクによるコスト影響

Ｓ（強み） Ｗ（弱み） Ｏ（機会） Ｔ（脅威）

売上収益 5,388 億円

営業利益率 26.1 %

売上収益／営業利益率 2024年度実績

関連会社 セラミックセンサ　日特スパークテックWKS　海外製造法人、販売法人 ▶ P.18

事業戦略　自動車関連
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売上収益構成比
セラミック・新規事業

16.4%

■ セラミック事業売上収益（億円）
■ 新規事業売上収益（億円）
■コンポーネント・ソリューション事業売上収益（億円）
　　営業利益率（%）

2021 2022 2023 2024 2025
（予想）

46

45

66
60

954
1,107

950 1,009

1,183

1.1

-5.3

-13.6 -12.1

5.5

（年度）

セラミック事業＋新規事業 コンポーネント・
ソリューション事業
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	 01	 価値創造ストーリー

	 02	 成長戦略

	 	 成長戦略の変遷

	 	 2040 ありたい姿、使命

	 	 優先的に取り組む経営課題

	 	 優先的に取り組む経営課題の活動レビュー

	 	 優先的に取り組む経営課題に関する特集

	 	 ウェルビーイング担当執行役員メッセージ

	 	 サステナビリティ推進体制

	 	 経営戦略担当役員メッセージ

	 	 中期経営計画2025振り返り

	 	 中期経営計画2030

	 	 DX 戦略
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	 	 事業戦略　コンポーネント・ソリューション

	 03	 企業価値を向上させる資本

	 04	 コーポレート・ガバナンス

	 05	 データ

SPE
◦ �ハイパワーのプラズマに耐えうるセラミック材料技術
◦ �表面温度の均一化・低パーティクル・表面温度のワイ

ドレンジ化に貢献するセラミックスシート積層技術
◦ �半導体市場の市況変動影響への対応

◦ �生成 AI の需要拡大による半導体市場拡大
◦ �半導体の高性能化・複雑化

◦ �米中対立などの地政学的リスク
◦ �半導体技術革新の速さ

呼吸器
◦ �携帯型や定置型などの酸素濃縮装置、心肺機能

の診断機器などの製品ラインアップ
◦ �レンタル事業者向けや病院向けの世界各地の販

売ルート

◦ �低価格製品に対するコスト競争力

◦ �世界的な人口増による呼吸器系患者へのサポー
ト機会の増加

◦ �健康意識の高まりと予防医療の先進化による診
断機器需要の増加

◦ �低価格製品の席捲による市場価格のさらなる低下
◦ �生成AIや最先端技術の活用による呼吸器系医療

そのものの構造変化

燃料
電池

（SOFC）

◦ �平板型による優位性（低コスト、コンパクト、超高効率）
◦ �既存保有技術の応用 

（セラミック材料、触媒、異種材料接合、成膜 等）
◦ �森村グループ内連携による開発加速

◦ �スタックメーカーとして後発
◦ �システムメーカーの開発方向性影響が大きい

◦ �脱炭素社会実現に向けた機運（政府方針、助成事業 等）
◦ �大きな未踏市場の存在（既築、集合、LP、多様燃料 等）
◦ �災害対応における有用性の認知度上昇

◦ �脱炭素機運の政治影響による鈍化 
（世界情勢の影響 等）
◦ �急速な脱炭素推進によるSOFCでのCO2削減量の陳腐化
◦ �海外メーカーの国内市場参入

半導体
PKG

◦ �さまざまな用途にカスタマイズできる多層セラミッ
クシート積層技術

◦ �放熱性に優れた製品設計
◦ �顧客の要望に応える短納期対応

◦ �価格競争力
◦ �半導体市場の市況変動影響への対応

◦ �生成AIの需要拡大による半導体市場拡大
◦ �高周波および高速通信向け関連市場の拡大

◦ �セラミックPKGから、有機 PKG への転換
◦ �米中対立などの地政学的リスク

窒化
ケイ素

◦ �セラミックスの素材開発力、材料設計技術、量産技術
◦ �品質・数量ともに安定した供給が可能な生産体制
◦ �グローバルな販売網

◦ �価格競争力
◦ �脱炭素社会実現に向けた各種動力源の電動化
◦ �省エネ・充電時間短縮ニーズ等に対応した高電

圧化

◦ �中国競合の台頭に伴う市場価格の低下
◦ �中国レアアース調達リスク

Ｓ（強み） Ｗ（弱み） Ｏ（機会） Ｔ（脅威）

売上収益 1,069 億円

営業利益率 ▲12.1 %

売上収益／営業利益率 2024年度実績　セラミック・新規事業

関連会社

NTKセラテック

CAIRE

Niterra Materials

NTKセラミック

森村SOFCテクノロジー

※�2025年４月１日付の組織変更に伴い、報告セグメント区分を従来の「自動車関連」、「セラミック」、「新規事業」から、
「自動車関連」および「コンポーネント・ソリューション」の２区分に変更しています。

成長戦略02 事業戦略　コンポーネント・ソリューション
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● ROEとPER双方の向上による企業価値向上

ありたい姿

● �自動車関連事業から生み出される安定したキャッシュ・イン

● �注力ドメインに経営資源を集中的に充当し、稼ぐ力を向上

特長

● 中期経営計画2030期間中にEBITDAを1.6倍までに拡大

● ROIC向上に向けたポートフォリオの最適化

課題

	 PROLOGUE

	 01	 価値創造ストーリー

	 02	 成長戦略

	 03	 企業価値を向上させる資本

	 	 財務資本・財務担当執行役員メッセージ

	 	 人的資本

	 	 労働安全衛生

	 	 人権の尊重

	 	 製造資本

	 	 知的資本

	 	 自然資本・TCFD

	 	 社会・関係資本

	 	 CSR・サステナビリティ調達

	 04	 コーポレート・ガバナンス

	 05	 データ

財務担当執行役員メッセージ

過去最高益を実現
注力ドメインにおける事業拡大と創出が重要なテーマ

　2024年度を最終年度とする中期経営計画2025（以下、中計2025）

では、掲げた売上収益や営業利益などの数値目標を、1年前倒しで

2023年度に達成しました。2024年度は、売上収益6,529億円、営業

利益1,296億円となり、4期連続で過去最高益を更新しました。これは

十分に満足できる結果だと考えています。

　また、資本効率に関しては、ROEは14.1％、ROICは10.9％と前年

度からさらに上昇し、いずれも中計で掲げた目標値を上回る水準とな

りました。自動車関連事業を中心として、“稼ぐ力”が着実に向上して

いることを実感しています。

　円安により、直近3期間では営業利益に対しておおよそ100億円か

ら300億円弱分の恩恵を受けてきたことは事実です。今後の為替変動

リスクを見据えた一定の財務オペレーションを継続的に検討・実施し

ていく方針です。

　一方で、今後の課題としては、引き続き注力ドメインにおける事業

拡大と創出が重要なテーマです。当社グループの主力である自動車

上席執行役員
グローバル戦略本部 財務基盤グループ経理財務室 経営監理グループ経営監理室担当

鈴木 義孝
※本インタビューは2025年7月時点の役職を記載しています。

関連事業をより広い視点でモビリティと捉えると、EV 関連市場の重要

性が挙げられます。現在は世界的に成長が一時的に停滞しているも

のの、長期的には確実な成長が見込まれる分野です。こうした領域に

対し、稼ぐ力が増して強固になったキャッシュ・フローをどのように成

長投資に振り向けていくか、そして既存の自動車関連事業とのバラン

スを取りながら、いかに戦略的に投資を進めていくかが重要です。加

えて、株主還元とのバランスを意識した経営判断も引き続き重視して

いきます。

　EV市場での競争力を高めるため、当社は2025年6月、窒化ケイ素

ボールや窒化ケイ素放熱基板に強みを持つ東芝マテリアル株式会社（現 

株式会社Niterra Materials）の全株式を取得しました。今後は、セラ

ミック技術を基軸とした事業強化を進め、成長領域であるモビリティ分

野における存在感のさらなる向上を目指します。

　取得価額は約1,500億円と大規模ではありますが、中長期的な視点

でEV 市場の成長は着実に拡大していくと見込んでおり、この分野へ

の投資には十分な意義があると判断しています。Niterra Materials

の製品力と当社の技術開発力を融合させ、市場でのプレゼンスを高め

ていくことが当面の課題です。

着実に育ってきた「稼ぐ力」をさらに伸ばし、
得られたキャッシュ・フローを
成長投資に結びつける

03 企業価値を向上させる資本

財務資本
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人
材
戦
略

事
業
戦
略

Niterraウェイの浸透 グローバルグレーディング グローバルジョブポスティング

Niterraタレントマネジメント

強い意志
×

行動力を
兼備した人材

個

多様な人材の成長を
支援できる環境

会社

従業員と会社が成長しつづけられる関係

一人ひとりがポテンシャルを最大限発揮している状態

2040 ありたい姿「地球を輝かせる企業」となる

● 事業ポートフォリオの最適化
● 経営基盤の強化

志 プロフェッショナル 多様性 インセンティブ

経営戦略を支える人材ポートフォリオの構築
それを実現するための人材プールの構築

そのための人材の育成

中期経営計画2030

当社グループでは、2025年度以降の中期経営計画において、「Niterra

で働く一人ひとりが仕事を通じて成長し、社会で輝き続ける。そして、

その成長が Niterraグループの永続的発展の原動力になることで、企

業価値の向上を目指す」ことを人的資本経営の根幹に据えています。

この実現に向け、私たちは以下の「Niterraタレントマネジメント」を

グローバルで推進していきます。

まず、事業ポートフォリオの最適化に向け、その実現を適時適切、適所

適材で支える人材ポートフォリオの構築にグローバルで取り組みます。

戦略の全体像

人材方針

● 一人ひとりが仕事を通じて成長し、社会で輝き続ける 

● �従業員の成長が Niterraグループの永続的発展と企業価値向上
に繋がる

ありたい姿

● �事業ポートフォリオと連動した人材ポートフォリオの構築をグロー
バルで推進 

● �本社と各地域での人材会議を通じて、具体的な採用・育成・登用
施策へ展開 

● �ジョブの明確化とキャリアパス可視化による、自律的なキャリア形
成の支援

特長

● 共有価値観のグループ全体への浸透

● 最適人材の充足と、そのための人材・ジョブの見える化 

● 一人ひとりの自律的な成長を支援する仕組みの構築

課題

	 PROLOGUE

	 01	 価値創造ストーリー

	 02	 成長戦略

	 03	 企業価値を向上させる資本

	 	 財務資本・財務担当執行役員メッセージ

	 	 人的資本

	 	 労働安全衛生

	 	 人権の尊重

	 	 製造資本

	 	 知的資本

	 	 自然資本・TCFD

	 	 社会・関係資本

	 	 CSR・サステナビリティ調達

	 04	 コーポレート・ガバナンス

	 05	 データ

● �志を持ち、自らの価値を高めると同時に、社会に価値を提供できる人材の育成と活躍を促し、従業員と会社がともに
成長しつづけられる関係を築いていきます。

● 多様な個性を有する人材が、一人ひとりの力を合わせ、ポテンシャルを最大限発揮できる環境を整えます。
行動指針

● �私たちは、従業員は最大の経営資源であると認識し、従業員の多様性・個性を尊重することで、自律創造人材を活かし、
当社グループの発展を目指します。人材方針

本社および各地域での人材会議を通じて、この人材ポートフォリオに

ついて議論を深め、それを採用、育成、登用施策へと具体的に展開し、

事業環境の変化に対応できるような多様な人材プールの強化を図ります。

同時に、社内のジョブを明確化し、キャリアパスを示すことで、「個の志

を尊重した人材登用」「フェアな機会提供」「公平なジョブアサイメント」

を実現します。これにより、従業員一人ひとりの自律的なキャリア形成

を支援し、強い意志と行動力を兼ね備えた人材を育成することで、従

業員と会社がともに成長し続けられる関係を築いていきます。

03 企業価値を向上させる資本
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当社グループは、従業員は最大の経営資源であると認識し、人的資本

経営を推進しています。従業員の自律的な成長を支援することによって、

従業員と会社が成長し続けられる関係を築き、一人ひとりがポテンシャ

ルを最大限発揮している状態を目指します。2025年以降は、そのた

めのキー要素を4つ抽出し、人材マネジメント施策を展開していきます。

1つ目のキー要素となる「志」は、一人ひとりが自律して行動する力の

源泉であり、志を持つことで、従業員が仕事を通して自分自身の未来

を創ることを促します。そのために今後は、一人ひとりが志を持ち、そ

れを実現できる機会を、より広く公平に提供していきます。

2つ目は「プロフェッショナル」です。従業員自身が望む挑戦のために

必要なものを理解し、プロフェッショナルとして自身の価値を高めてい

くことを期待します。また、人事制度改定を通して、健全な厳しさを持ち、

プロフェッショナルとしての適正な評価が得られるようにします。

3つ目は、「多様性」です。急速な外部環境変化の中でも継続して企業

価値を発揮していくためには、多様なバックグラウンドを有する人材が

一つになり、チームとしての力を何倍にも高めることが重要と考えます。

今後は、性別や国籍の違いのみならず、ライフスタイルや性格・価値観

などを含めたより広義での多様な人材が活躍できる組織風土の醸成

を促進していきます。

最後の「インセンティブ」については、役割と成果に応じた処遇のメリ

ハリ、公平な機会提供によって、適正な競争環境を生み出し、個の意欲

的な成長を促します。またその結果、社内外の優秀な人材を惹きつけ

続けることで、永続的な発展に繋げていきます。

当社グループは、一人ひとりの多様な個性を尊重し、意欲や能力を引

き出すことが、人材と組織の持続的な成長に不可欠であると認識して

います。この考えに基づき、従業員エンゲージメント向上を重要な経

営課題と位置付け、全社を挙げてその推進に取り組んでいます。

毎年実施するエンゲージメントサーベイを通じ、「人材と組織の状態」

を定量的・定性的に可視化することで、現状の課題を明確にし、より良

い状態を実現するための具体的な施策を検討、実行しています。

このプロセスにおいて、人事部門が中心となり、役員との議論や、部課

長との取り組み共有会を通じて全社的な認識合わせを図っています。同

時に、各職場が中心となり、メンバー全員が当事者意識を持って、より

良い職場をつくるための取り組みを考えるワークショップを開催して

います。

また、2022年度よりエンゲージメントサーベイの結果を役員賞与算定

に用いる指標の一つとして採用し、従業員エンゲージメント向上への

取り組みを加速しています。

これらの活動の結果、エンゲージメントは、2022年3月期3.30点から

2025年3月期3.48点と、着実に改善をしています。

引き続き、人材と組織の成長に向けて、従業員エンゲージメントを高め

る活動を、グループ一丸となって取り組んでいきます。

2025年度からの新たな中期経営計画では、従業員エンゲージメント

の数値を人材戦略の KGIとします。これまで、働きやすさなどの衛生

要因と、仕事の“やりがい”などの動機付け要因を総合満足度として測っ

てきましたが、健康経営等の環境整備による総合満足度の向上と比較

して、“やりがい”に関する項目の点数が低いことが課題となっていま

した。そのため今後は、適所適材の人材マネジメントを推進し、”やり

がい”に関する項目（仕事の充実感、適応感、会社へのロイヤルティなど）

に注力していきます。このスコアを、2025年3月期時点で全社平均

3.37点のところを、2030年3月期に3.56点以上を目指します。

こうした目標を、次ページのNiterraタレントマネジメントの各施策の

実行により、達成していきます。

“やりがい”項目の現状と目標

2025年3月期 結果：3.37

2030年3月期 目標：3.56

人材マネジメントの4つのキー要素 従業員エンゲージメント向上に向けた取り組み

従業員エンゲージメントの推移

志

多様性

プロフェッショナル

インセンティブ

03 企業価値を向上させる資本
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労働安全衛生方針

推進体制

労働災害防止の取り組み

健康経営の取り組み

私たちは、人間尊重を基本とし、労働安全衛生を企業活動の出発点と位置付け、行動します。

当社グループは、労働災害を撲滅し、快適な職場環境

を形成するためにOHSMS（労働安全衛生マネジメン

トシステム）を構築･運用しており、安全衛生統括責任

者を委員長とする中央安全衛生委員会（年2回の定例

会および必要に応じて臨時会を開催）を設置していま

す。中央安全衛生委員会は、当社グループの安全衛生

の課題や各カンパニーからの安全衛生活動の報告を

おこない、安全衛生統括責任者によるマネジメントレビューなどを実施しています。また、各カンパニー・部署は目標と計

画を設定し、工場ごとの安全衛生委員会を通じて、安全衛生活動に取り組んでいます。

2024年度は中央安全衛生委員会を2回開催し、労働災害対応、グローバル安全衛生体制、健康経営活動、作業環境改善

などの活動について報告、議論しました。

リスクアセスメントの取り組み
OHSMSの中心的な活動として、設備・化学物質の導入時にリスクアセスメントを実施し、内容を毎年見直しています。

すべての職場で設備・化学物質・作業から危険源を詳しく調査して健康・安全に関するリスク評価を実施し、リスクレベル

の高い危険源には、ハード対策やソフト対策（残留リスク管理）を優先的に講じています。

教育・啓発
災害を未然に防止するために「ひと」「もの」「しくみ」の視点で、階層別教育や専門教育などの多様な教育訓練を実施して

います。全従業員向けの『安全衛生心得』（英語版あり）は、安全衛生の基本をまとめた冊子として各職場で活用されています。

2024年度は、安全衛生知識のより深い理解と定着のため、全従業員を対象として理解度テストを実施しました。また、危険

当社グループは、従業員の健康を重要な経営

資源の一つと捉え、2017年12月に『健康経営

宣言』を掲げ、「生活習慣病対策」「メンタルヘ

ルス対策」「受動喫煙対策」の観点から各種施

策を推進しています。健康管理の基礎となる健

康診断の受診率は例年100%を維持していま

す。受動喫煙対策では、2023年4月より敷地

内全面禁煙としました。また、生活習慣病対策では、運動習慣の改善や社内禁煙外来の継続による喫煙率の減少といった

成果が表れています。

さらに、2023年から従業員の健康情報を集約・分析できる健康管理システムを導入しました。就労管理システムやタ

レントマネジメントシステム、エンゲージメントツールなどのデータとともに DXを推進し、これらHRテックの活用を通

じた課題達成型の健康経営へと発展させることで、ウェルビーイングの実現に努めていきます。

事務局（環境安全部）

各安全衛生
委員会

各工場・グループ会社における労働災害の防止および
安全衛生水準の向上に取り組んでいます。
各カンパニー・部署の目標の進捗も確認しています。

各カンパニー・部署 安全衛生に関する目標と計画を設定し、
活動しています。

本社 工場 グループ会社

中央安全衛生委員会

● �従業員の労働に関する負傷および疾病といった健康障害を防止するために、安全かつ健康に
働ける職場環境を実現し、心身の健康増進に取り組みます。

● �労働安全衛生に関する法規および自主基準を遵守します。
● �労働安全衛生マネジメントシステムおよび安全衛生パフォーマンスを継続的に改善します。
● �労働安全衛生に関する危険源を除去し、リスクを低減することにより業務事故を撲滅します。

● �安全な水と衛生設備へのアクセスを確保し、衛生習慣の向上に取り組みます。
● �教育・啓発により労働安全衛生に関する能力や自覚を促します。
● �全従業員に本方針を周知し、従業員代表と合意した行動計画に基づき、総員参加で安全衛生活動

に取り組みます。
行動指針

※本方針は、社員、派遣社員、請負社員、納入業者、工事業者、来訪者等、当社グループの事業活動に関わるすべての人に適用します。

健康経営宣言
Ⅰ . Niterraグループは持続的な成長を実現するため、社員の健康を重要

な経営資源の一つとして捉え、社員一人ひとりの健康増進を図り、「健
康経営」を推進することを宣言します。

Ⅱ．社員それぞれの多様性・個性を尊重し、一人ひとりが能力を十分に発揮し、
活き活きと働ける職場づくりを推進します。

Ⅲ．社員のみならず、その家族も含めた健康増進活動を労働組合・健康保険組
合とともに一丸となって、 長期的な視点に立って積極的におこないます。

代表取締役社長 社長執行役員 川合 尊

「健康経営」は、NPO法人健康経営研究会の登録商標です。

	 PROLOGUE

	 01	 価値創造ストーリー

	 02	 成長戦略

	 03	 企業価値を向上させる資本

	 	 財務資本・財務担当執行役員メッセージ

	 	 人的資本

	 	 労働安全衛生

	 	 人権の尊重

	 	 製造資本

	 	 知的資本

	 	 自然資本・TCFD

	 	 社会・関係資本

	 	 CSR・サステナビリティ調達

	 04	 コーポレート・ガバナンス

	 05	 データ

体感機を用いた訓練では被災の怖さを疑似体験することで、安全に関する意識を高めています。

災害発生状況
2024年度はグループで60件の災害が発生しました。内訳は、休業災

害24件、不休業災害36件であり、特に「当たった・当てられた」「挟ま

れた・巻き込まれた」ことによる災害が半数を占めました。

重大災害が発生した会社については、再発防止のため、「全設備を対

象とした毎年1回の総点検」「組織間での安全の取り組みの共有会」な

どの職場の安全活動を強化しました。また、グループ全体では「3現主義に基づいた現地確認」「類似設備・作業の調査と

対策」「仕組みの見直し」などをおこない、類似災害発生防止に取り組んでいます。

当たった・
当てられた
16件

挟まれた・
巻き込まれた
15件

ひねった・
滑らせた
12件

転倒した
6件

その他
11件
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人権方針

推進体制 人権方針の策定・公表

私たちは、さまざまな社会的課題の解決に取り組み、持続可能な社会の実現を目指しています。その前提として、私たちの事業活動において影響を受けるすべての人びとの人権を尊重することが重要
であり、継続してその責任を果たすことが持続可能な社会の実現に真に貢献していく上で不可欠であると認識しています。
そのため、世界人権宣言、労働における基本的原則および権利に関する国際労働機関宣言に記された人権を尊重し、国連グローバル・コンパクト、国連ビジネスと人権に関する指導原則、OECD 多国
籍企業行動指針に基づいて、これらの人びとの尊厳が守られるように力を尽くします。

当社グループでは、人権の問題は多岐に亘ることから、課題に応じて

各部門で取り組んでおり、その進捗や課題は、各部門および関係する

各専門委員会で確認しています。

また、昨今、世界的に「ビジネスと人権」に関する法制化等が進んで

いることから、当社グループの人権尊重をグローバルスタンダードに

適する取り組みへと進化させるため、2022年度から人権デュー・ディ

リジェンスの実施に関わる部門（ビジネスマネジメント室、調達 SCM 室、

安全衛生室、人事戦略室、サステナビリティ戦略室）を中心として、継

続的に人権に関わる議論をおこなっています。

なお、人権尊重の取り組みについては、取締役会の諮問機関である

CSR・サステナビリティ委員会（委員長は社外取締役）の人権分科会

が監督しています。

2020年に CSR 基本方針の一つとして人権方針を制定して以来、毎

年および必要が生じた時点でその内容を見直しています。

2023年1月、企業による人権尊重への取り組みの重要性が高まり、当

社グループのみならずバリューチェーン全体を通じた取り組みが必要

であるとの認識のもと、国際規範等を参照した内容へと人権方針を全

面的に改訂するとともに、尊重する人権の例を人権方針付属書に明記

しました。改訂にあたっては、人権に関する外部専門家の助言を受け、

人権デュー・ディリジェンスの実施に関わる部門で議論を重ね、CSR・

サステナビリティ委員会の確認、そして取締役会の承認を得ました。ま

た、2024年12月には人権方針付属書を改訂し、「先住民・地域コミュ

ニティの権利」および「警備における人権尊重」に関する項目を追加し

ました。

● �事業活動をおこなうすべての国・地域の法令を遵守します。その国・地域の法令と国際的に認め
られた人権に齟齬がある場合は、可能な限り、国際的に認められた人権を尊重する方法を追求し
ます。

● �事業活動を通して与え得る人権への負の影響を特定し、予防、軽減、または原因の排除を図ります。

● �従業者およびお取引先さまが相談・通報をおこなうための仕組みを設置し、人権に関する相談・
通報を受け付けます。受け付けた相談・通報は事実関係を調査し、�問題が確認された場合には、適
切な対応を通して救済に取り組みます。

● �本方針および人権尊重の取り組みの進捗状況を適宜公表するとともに、グループ内外のさまざ
まなステークホルダーとの対話や協議を通じて、人権尊重の取り組みを進化させていきます。

● �本方針は、グループのすべての役員および従業者に適用します。本方針がすべての役員および従
業者に浸透するよう、適切な教育や研修に取り組みます。

● �お取引先さまを含むすべてのビジネスパートナーにおいても、本方針とそれに基づく取り組み
をご理解・ご支持いただくとともに本方針が尊重されるよう、継続して求めます。

行動指針

※詳細は当社ウェブサイトをご覧ください。https://www.sustainability.niterragroup.com/ja/themes/547/

事務局（サステナビリティ戦略室）

人権尊重の取り組み

人権デュー・ディリジェンスの実施に関わる部門による会議

ビジネスマネジメント室 調達SCM室

各社・各部門

安全衛生室

人事戦略室 サステナビリティ戦略室

取締役会
CSR・サステナビリティ
委員会 人権分科会

監督

教育・啓発
実効性評価（調査）
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● �プラグやセンサに替わる大きな事業に育つ事業の選定と、新技術
の研究開発

● �新規事業の競争優位性を支えるグローバルで戦略的な出願権利化

課題

● �柔軟かつオープンな研究体制で、社内外の知見を融合し技術革
新を加速する

● �自動車関連事業で長年培ってきた知財ミックス活動による競争優
位性の確保

特長

● �Niterraの新たなコア・コンピタンスとなる新技術の研究開発によ
り、新規事業創出に貢献する

● �Niterraグループの企業価値向上と永続的な発展のため、イノベー
ションの創出を促し新規事業を優位にする知財権を増やす

ありたい姿

知的資本の強化に向けた取り組み

当社のコア・アセットを用いた新規事業創出

＜中期経営計画2030における研究開発方針＞

当社では、これまで研究開発部門として科学研究所を設置し、応用・開発研究と基礎研究の両方をおこなってきましたが、2025年4月よりこの機能を

分離・再編しました。

具体的には、応用・開発研究部門を、事業開発を担う部門であるビジネスインプリメンテーション本部へ移管しました。これにより、研究成果の事業化

スピードを加速し、市場ニーズに合致した製品・サービス開発を強化します。

一方、科学研究所を、基礎研究に特化した専門部署として再編しました。ここでは、将来の当社を支える新たなコア・コンピタンスとなる新技術創出を

目指し、長期的な視点での革新的な研究開発を推進します。

この組織改編により、それぞれの専門性を高め、より効率的かつ戦略的なイノベーションを追求していきます。

人材面については、コース別採用の実施や、裁量労働制の導入、大学内への拠点設置などにより、専門性の深化とまったく新しい分野との共創を実現し

ていきます。また、関係省庁やセラミックス研究機関／協会とも情報交換を密におこない、市場の課題と新たな技術の探知能力を向上していきます。

＜中期経営計画2030における重点施策＞

1.サーキュラーエコノミー実現に貢献する研究

製品のライフサイクル全体での環境負荷低減を目指し、使用済みセラミックスの再資源化に取り組んでいます。具体的には、焼結体を再び粉末に戻

す独自の分解プロセスや、複合部材から貴金属等の有価物を分離・回収する技術を開発しています。これにより、従来は廃棄されていた素材を価値あ

る資源として循環させ、廃棄物ゼロ社会の実現に貢献します。

2.エネルギー問題の解決を目指す「量子技術」の探求

脱炭素社会の実現には、エネルギー利用効率の抜本的な向上が不可欠です。当社は、熱、光、電気、磁気といったエネルギーの相互変換に着目し、そ

の過程で生じる損失（ロス）を限りなくゼロにすることを目指しています。その鍵となるのが、物質の根源的な振る舞いを制御する量子技術です。先進

的なアプローチを通じて、高効率な熱電変換や熱光変換など、これまで実用化が困難であったエネルギー変換ルートの実現可能性を、外部パートナー

とともに探求しています。この革新的な基礎研究を通じて、未来のエネルギー問題解決に貢献する新技術創出を目指します。

当社のコア技術を軸とした事業開発に取り組む部門（ビジネスインプリメンテーション本部）を2023年度から設置しています。本部門では、新技術の

創出や新たなコア・コンピタンス確立を推進する部門（技術統括本部）との連携を積極的に図りながら、セラミックスを中心としたコア・アセットの価値

を再認識し、「独自技術を活用したスピーディーな新規事業創出」を重点施策としています。事業創出の過程で必要な技術を的確に見極め、製品やサー

ビスを速やかに提供することで、地球を輝かせるNiterraグループの変革と挑戦に大きく貢献します。

03 企業価値を向上させる資本

知的資本





Niterra Integrated Report 2025 68

事務局（環境安全部）

中央環境委員会

環境ISO
事務局会議

CN戦略
部会

化学物質
管理部会

CO2
マネジメント
部会

事業系・非事業系
カンパニー

地区環境
委員会

私たちは、グローバルに展開するものづくり企業として、持続可能な社会の構築に寄与するため、総員参加のもと経営と一体化し
た環境保全活動を推進し、企業成長との両立を目指します。

当社グループは、環境関連法令を遵守し、環境保全を推進していくため、環境統括責任者（社長）が

任命する役員を委員長とする中央環境委員会（年2回の定例会および必要に応じて臨時会を開催）

を設置しています。中央環境委員会は、エコビジョン2030の進捗状況やグループの環境関連課題

の確認をおこない、継続的改善を図っています。2024年度は中央環境委員会を2回開催し、エコビ

ジョン2030の進捗、内部監査結果、環境インシデントの情報、気候変動対応のロードマップの進捗

と今後の計画などについて報告、議論しました。

エコビジョン2030の達成に向けて、事業活動に関する項目は各カンパニーで目標を管理し、事業と

一体となった活動をおこなっています。一方で、法令遵守、環境意識向上や地域とのコミュニケーショ

ンといった活動は、地区全体で活動計画を立てて取り組んでいます。また、カンパニーを横断する組

織として各種部会を設置し、カーボンニュートラル、省エネルギー、化学物質などの専門的事項につ

いて取り組んでいます。

当社グループは、当社および国内グループ会社10社でISO14001のマルチサイト認証を取得して

います。また、その他の国内グループ会社および海外グループ会社においても環境マネジメントシ

ステムを構築しており、国内1社、海外16社が個別にISO14001の認証を取得しています。

当社グループにおけるISO14001の認証取得割合は、従業員比率で92%です。

環境方針

推進体制

環境マネジメントシステム

※社数、従業員比率は2024年度末時点

● �すべての事業活動を通じ、脱炭素化社会に向けたCO2の削減と、再生可能エ
ネルギーの活用を含むエネルギーの効率的な利用、水資源の保全、廃棄物管
理および環境配慮製品の開発と提供・拡充に重点を置いて取り組みます。

● �環境に負荷を与える化学物質の管理を通して、土壌、大気、水質の汚染
を防止します。

● �資源の持続可能な利用、製品の使用時および使用後の環境負荷削減に
取り組むことで、資源循環を推進します。

● �生態系サービスから得られる恩恵を認識し、生物多様性の保全に努めます。
● �全従業員が積極的に活動に取り組むよう、環境意識の向上を図ります。

● �環境保全に関する法律、条例および協定を遵守します。
● �ステークホルダーへの情報開示とコミュニケーション活動の充実を図り、

地域との共生を目指した活動をおこないます。
● �これらを達成するため、環境目標を定めて運用するとともに、環境マネ

ジメントシステムを継続的に改善し、環境負荷の低減に取り組みます。
● �お取引先さまを含むすべてのビジネスパートナーにおいても、本方針と

それに基づく取り組みをご理解・ご支持いただくとともに本方針が尊重
されるよう、継続して働きかけます。

行
動
指
針
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● �事業成長とCO2排出量の低減の両立

● �全生産拠点での水リスクの管理強化と水の再利用率向上による
取排水量の低減

● �サーキュラーエコノミー導入、推進

● �開発設計時のLCAの導入

課題

● �CO2循環、CO2回収と利活用、水素社会へ向けてのソリューション開発

● �社内カーボン・プライシング、社内炭素税、社内環境ファンドによ
るCO2削減促進

● �工場排水を外部に排出せず浄化・再利用する水のクローズドシス
テムの採用（一部工場）

● �多様な廃棄物の有効利用推進

特長

● �2050年カーボンニュートラルを目指し、脱炭素社会の実現に向
けた活動を実践している

● �世界の水関連リスクに対応し、事業活動において持続可能な水利
用と保全に取り組んでいる

● �廃棄物ゼロエミッションを推進し、世界の循環型社会の形成に貢
献している

ありたい姿

03 企業価値を向上させる資本

自然資本・TCFD
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気候変動への対応

TCFD 提言に基づく情報開示

当社グループは、『エコビジョン2030』において、2050年カーボンニュートラルを目指す

ことを前提として、CO2排出量の削減目標「2030年度：2018年度比30％削減※」（スコー

プ1・2）を宣言しています。また、サプライチェーンや製品ライフサイクルにおいてもCO2

排出量削減を推進し、「2030年度：2018年度比30％削減」（スコープ3）を目指しています。

今後、削減対策をしない場合（成行き）には、事業成長に伴ってCO2排出量が増加し

ていく見込みですが、主に「プランA：省エネ」「プランB：ものづくり・働き方改善」「プ

ランC：創エネ」「プランD：調達・証書」の4つのプランでさまざまな施策をおこない、

計画的なCO2排出量削減と経済的な成長を両立していきます。

さらに、気候変動対策へのコミットメントを明確にするため、2024年度末に新たな

中間目標として「2035年度：2018年度比71.4％削減」を設定しました。これは、

SBTの1.5℃目標の水準（年間4.2%以上の削減）に相当するものです。

当社グループは、2020年7月に、TCFD（気候変動関連財務情報開示タスクフォース）による提言への賛同を表明しました。

TCFD の提言に沿って、気候変動に関する重要情報を以下の通り開示します。

CO²排出予測 プラン 施策例

①生産設備、付帯設備の待機エネ削減（休日、平日）
②生産設備のエネルギートップランナー化、条件の最適化
③空調の給排気連動稼働・条件の最適化
④各種付帯設備、 生産設備機器の更新
⑤放熱削減とエネルギーロス（エア漏れ等）の定期検査
⑥熱の有効利用
⑦各種事例の水平展開
⑧照明のLED化、照度の見直し、 調光の採用
⑨エネルギー転換によるガスの再エネ化（水素、アンモニア等）

生産性向上、歩留向上／稼働率向上、LT短縮／
生産エリアの統廃合・縮小／運用ルールの見直し／
ものづくり条件（プロファイルなど）の見直し

太陽光&蓄電池導入／SOFCやコジェネ導入

電力調査（排出係数の小さい電力の活用）の推進／
再エネ電力、 環境証書購入
⑩エネルギープラットフォーム構築とEMS導入
※生産計画との連携
※エネルギー管理・継続的な改善と最適制御の推進

省エネ

2018 2024 2030（年）
20

25

30

35

40（万トン）
プランA

創エネプランC

調達・証書プランD

基盤構築と
最適運用

システム

ものづくり・ 
働き方改善

プランB

基盤構築と最適運用

調達・証書

創エネ

ものづくり・ 
働き方改善

省エネ

成行き
目標

ガバナンス

気候変動に関する経営の方針・方向性については、取締役会の諮問機関であるCSR・サステナビリティ委

員会において、気候関連のリスクおよび機会などを踏まえて提言を取りまとめ、取締役会に答申して、取

締役会で最終的な意思決定をおこなっています。

また、「気候変動への対応」を含む優先的に取り組む経営課題の主な取り組み内容の進捗については、サ

ステナビリティ部門よりCSR・サステナビリティ委員会に報告し、同委員会にてレビュー・監視しています。

CO2排出量削減などの具体的な活動については、環境委員会において目標の進捗管理や課題の確認を

おこない、継続的改善を図っています。気候変動に関するリスクについては、リスクマネジメント委員会に

おいて、統合型リスクマネジメントの中で評価しています。

戦略（リスク・機会）

気候関連のリスク・機会について、サプライチェーン全体を見渡して、短期・中期・長期における社会動向

や規制動向などを予測し、幅広くリスク・機会の項目を挙げました。

列挙したリスク項目について、主に2℃シナリオの途上に起こる「低炭素経済への移行に関するリスク」と、

世界の CO2排出量削減未達により4℃シナリオに至った場合に発生する「気候変動による物理的変化に

関するリスク」を想定し、事業インパクトを評価しました。また、列挙した機会項目については、「気候変動

緩和策・適応策による経営改革の機会」について検討しました。

取りまとめた気候変動に関するリスク・機会は、CSR・サステナビリティ委員会に報告し、確認しました。
▶ P.71-72

※詳細は当社ウェブサイトをご覧ください。
　https://www.sustainability.niterragroup.com/ja/themes/531/

※2026年4月に「46％削減」に変更予定
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03 企業価値を向上させる資本
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水資源の保全 第三者検証 ：水使用量

生物多様性の保全

廃棄物管理 第三者検証 ：廃棄物排出量

生態系の維持に不可欠な水資源の持続可能性を守ることは、当社グループにとって

も重要な課題の一つです。そのため、エコビジョン2030で「水使用量原単位 2018

年度水準以下を維持」を目標とし、水の効率的な使用を推進しています。

2024年度の上水・井水・河川水の水使用量原単位は3.91m3／百万円で、2018年度

比27.7%削減しました。

※水資源の保全の詳細は当社ウェブサイトをご覧ください。
　https://www.sustainability.niterragroup.com/ja/themes/533/

※廃棄物管理の詳細は当社ウェブサイトをご覧ください。
　https://www.sustainability.niterragroup.com/ja/themes/532/

※化学物質管理の詳細は当社ウェブサイトをご覧ください。
　https://www.sustainability.niterragroup.com/ja/themes/534/

当社グループはさまざまな原材料を使用しており、それらの循環利用など、有効に活用してい

くことが必要です。そのため、エコビジョン2030で「有効利用率95%以上」「2018年度比原単

位年1％以上削減」「3R活動の推進」を目標とし、廃棄物の削減と有効利用を推進しています。

2024年度の有効利用率は90.6％であり、2023年度より改善しました。排出量原単位は0.051

トン／百万円で、2018年度比31.6％減少しました。また、総排出量は20,332トンでした。

※ENCORE：自然資本に与える機会とリスクを評価するツール

生物多様性保全の必要性が世界的に高まっており、当社グループにおいても地球温

暖化防止、資源循環促進に次ぐ環境課題と位置付けています。当社グループは、

2013年4月に生物多様性への取り組み方針を示した「Niterra グループ 生物多様

性に関する指針」を制定し、エネルギーや資源の使用などの活動が生物多様性に影

響を与えていることを認識した上で、すべての事業活動においてその影響を低減す

るよう、お取引先さまや外部団体などと連携を図りながら、さまざまな取り組みを

実施しています。

また、生物多様性保全に係る活動をより進化させることを目的に、2023年10月に

「TNFD（自然関連財務情報開示タスクフォース）フォーラム」に参画するとともに、

2023年9月に公表された開示提言（TNFD提言）の採用者（TNFD Adopter）として

登録しました。当社グループの事業活動が自然に与える負荷や自然の損失による

リスクを検討し、それらの適切な情報開示に努めるとともに、ステークホルダーと

も連携しながらバリューチェーン全体で自然資本や生物多様性への取り組みをお

こなっていきます。

初期スクリーニングとして、ENCORE※を用いて当社グループの事業の潜在的な自

然との依存関係および影響を評価しました。これらの結果をもとにさらなる解析、

分析を進めて、必要に応じて対策を検討していきます。

分類 関連する自然への依存・インパクト 想定されるリスク 影響度
発生可能性／

切迫度

物
理
的
リ
ス
ク

急性 【依存】気候調整、災害緩和、土壌安定
•�周辺地域の開発に伴う自然の災害緩和・土壌安定機能の低下により、生産拠点
での風水災・土砂災害被害が生じる。

大 中

慢性

【依存】気候調整、災害緩和、土壌安定
•�周辺地域の自然劣化に伴う自然の災害緩和・土壌安定機能の低下により、生産
拠点での風水災・土砂災害被害が生じる。

大 中

【依存】水資源の供給
•�自然の保水力や涵養能力の低下に伴って水資源量が減少する。
•�水質浄化能力の低下に伴って水質が悪化する。

小 高

【依存】水資源の供給
【インパクト】資源利用／回復

•�過剰取水・水質汚染により水資源の劣化や水資源供給が不安定になる（上流の
他者による過剰取水・汚染も含む）。

中 高

移
行
リ
ス
ク

政策

【インパクト】陸域生態系の利用、水資
源の利用、大気・水質・土壌汚染、廃棄
物（鉱物生産地）

•�自然保護のための採取・採掘規制（土地改変も含む）等の導入により、原材料の
供給不足、価格高騰が生じる。

•�採掘時の環境管理に関する規制の強化による鉱物供給量の減少や、生産コスト
増に伴って鉱物価格が上昇する。

大 中

【依存】水資源の供給
【インパクト】資源利用／回復

•�地表水／地下水など水資源の取水に関する規制・条例等が強化される。
•�取水制限により水の調達コストが増大する。

中 高

【インパクト】汚染／汚染除去

•�排水に関する規制・条例等が強化される。
•�排水制限への対応策であるクローズドシステムの導入、運用コストが増大する。

大 高

•�排気・排水・廃プラスチックに関する規制や条例の強化に伴い、規制対応（排出
の抑制、報告の義務化など）が必要となる。

中 高

政策・市場
【インパクト】

GHG排出、GHG以外の大気汚染
•�ガソリン車・ディーゼル車の需要低下によりプラグやセンサの需要が低下する。 大 中

市場 【インパクト】全般 •�自然や生態系に負荷を与える製品に対する顧客の選好性が低下する。 大 中

評判・
賠償責任

【インパクト】
資源利用／回復、汚染／汚染除去

•�操業における水の大量消費や水質汚濁、土壌汚染、かく乱（光害や騒音）に対す
る批判、訴訟が発生する（特に生産拠点の流域で水需給がひっ迫した場合の生
産拠点での水資源の利用）。

大 高

•�操業時の資源の過剰利用や汚染に対して罰金や損害賠償が生じる。 大 低

想定される主な自然関連リスクTNFD 提言に基づく主な進捗
2023年度より、TNFD提言に基づいて初期分析を進めています。

引き続き、事業や各拠点の実態について、バリューチェーンの上流を含めて詳細分析をすすめ、シナリオ分析による

将来的なリスクを加味しながら、当社グループとして重大なリスクと機会を特定していきます。重大なリスクについ

ては、必要な対応策を策定して実施し、モニタリングしていきます。

❶事業の自然への依存・インパクトの整理
当社グループの事業のバリューチェーンにおける自然資本・生態系サービスとの関連性について、ENCOREツー
ルを用いてヒートマップを作成しました。その結果、どの事業においても、原材料の採取・調達、製品の製造にお
けるGHG排出および水利用のインパクトが大きい、また、水資源と気候調整への依存の度合いが高い、との評価
になりました。

❸想定される自然関連リスクと機会の抽出
初期の分析結果（①②）をもとに、現時点で想定される具体的なリスク・機会を確認しました。

❷生産拠点における自然との接点の把握
当社グループの生産拠点について、TNFD提言で示される4つの指標に基づき、IBAT、WRI Aqueductなどのツー
ルを活用し、各生産拠点の立地する環境について分析をおこないました。その結果、今後詳細を確認すべき要
注意拠点として、生物多様性の重要性：1拠点、生態系の十全性：3拠点、生態系サービス供給の重要性:1拠点、
水の物理的リスク:15拠点を抽出しました。
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※想定される主な自然関連リスクの影響度、発生可能性／切迫度の評価基準・想定される自然関連の機会・その他の情報は当社ウェブサイトをご覧ください。https://www.sustainability.niterragroup.com/ja/themes/535/
※社会・環境情報検証報告書の詳細は当社ウェブサイトをご覧ください。https://www.sustainability.niterragroup.com/resource/pdf/08ja_Independent_verification_report.pdf
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株主・
投資家の
皆さま

地域社会の
皆さま

お取引先
さま

お客さま

従業員

当社グループの持続的な成長と企業価値の向上は、すべてのステークホルダーとの建設的な関係の上に

成り立っています。私たちは、皆さまとの対話を通じて相互理解を深め、信頼に基づく健全で持続的なパー

トナーシップを構築します。そこから生まれる新たな価値の共創や協働を推進し、相互の利益を最大化す

ることによって、社会全体の持続的な発展の実現に貢献していきます。

● �株主・投資家の皆さまと対話を重ね相互理解のもと、持続的な成
長と企業価値の向上を図っている

● �お客さまと強固な信頼関係を築き、新たな価値を共創することで、
グローバルな市場で成長している

● �お取引先さまとの連携を深め、健全で持続的なパートナーシップを確立している

● �地域社会と協働を重ね、持続可能な社会の実現に向けて、ともに発展している

ステークホルダーとの対話

ありたい姿

● �ステークホルダーに向けた適切な情報開示と対話

● �グローバルシェアとそれを支える販売網

● �お取引先さまの信頼関係

● �世界各地の拠点で、長年に亘って築き上げてきた地域社会との関係性

特長

● �ステークホルダーとのコミュニケーションの質の向上

● �新たな事業領域でのお客さまとの信頼関係の構築

● �サプライチェーン全体での脱炭素や生物多様性、人権などの課題への対応

● �事業活動を通じた地域社会の課題解決

課題
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ステーク
ホルダー 取り組み コミュニケーションの機会 2024年度の実績

株主・
投資家の

皆さま

法令開示基準の遵守はもちろんのこと、投資判断に必要な情報を当社
ウェブサイトを中心に、正確かつタイムリーに開示しています。
また、決算説明会や個人投資家向け会社説明会等のQ&Aセッション
において双方向のコミュニケーションを積極的におこない、皆さまの
ご意見やご質問に耳を傾けて、丁寧に対応しています。

● 定時株主総会
● 決算説明会等
● 個人投資家向け会社説明会

● �定時株主総会を6月に開催し、総会後に事業説明会
を実施することで、株主さまとの対話の機会を設定

● 決算説明会を5月・11月に開催
● 個人投資家向け会社説明会に315名がご参加

お客さま

安心して製品・サービスをご購入・ご利用いただくため、ウェブサイト
や展示会などにおいて、お客さまの視点に立った情報の提供に努めて
います。
世界に広がる販売網は、お客さまとの重要な接点です。エンドユーザー
のお客さまとのコミュニケーションはもちろんのこと、各国・地域の市
場を深く理解する販売店さまとの対話を通じてニーズを的確に捉え、
製品・サービスの向上に活かしています。

● ウェブサイトやSNS
● 展示会・イベント
● 顧客満足度調査
● 製品などの不具合への対応

● 公式Instagram開設
● 展示会での製品・技術の説明
● レース等のイベント会場でのコミュニケーション
● 顧客満足度調査を実施
● スパークプラグ・酸素センサの世界シェアNo.1
   ※2023年度実績
● 販売国数：約140か国
● 特約店会：約374社

お取引先
さま

お取引先さまとの間に健全なパートナーとしての信頼関係を構築し、
ともに発展するために、サプライチェーンを担うお取引先さまに向けて、
調達方針説明会などの活動をおこなっています。
こうした活動を通じて、サプライチェーン全体で安定供給や品質の維持・
向上を図り、ともに価値を創造していくことを目指しています。

● 調達方針説明会
● 定期評価
● �『CSR・サステナビリティ調達ガイドライ
ン』のチェックシートによる調査

● お取引先さま向けの現場実践・セミナー
▶ P.18  グローバル自動車顧客・販路
▶ P.75  CSR・サステナビリティ調達

● 調達方針説明会を5月に開催
● 定期評価を実施し、優秀なお取引先さまを表彰
● �2023年度に実施したチェックシートによる調査（対象

約700社、回答率63％）のフォローを継続
● 現場実践・セミナーを13講座開催

地域社会
の皆さま

世界各地に設けた拠点において現地の文化や慣習を尊重し、地域社
会のニーズや事業活動に関するご意見に耳を傾けています。
こうした対話をもとに、地域社会の一員としてともに快適な社会づくり
を目指し、さまざまな社会貢献活動への参画に努めています。

● 地域イベントの実施・協賛
● 地域社会との対話
● 環境に関する工場見学
● 地域清掃活動
● NPO法人との合同清掃活動

● �地域の皆さまを招待するファミリーミュージカルを開
催し、約3,600名が鑑賞

● マラソンフェスティバルナゴヤ・愛知に協賛
● 各拠点で地域イベント（お祭りなど）に参加・協賛
● 環境に関する工場見学に延べ685名を受け入れ
● 地域清掃活動に延べ408名が参加
● NPO法人との合同清掃活動に延べ38名が参加

従業員

各種情報開示や社内広報による適切な情報提供をおこなうだけでなく、
従業員エンゲージメントサーベイなどの各種調査や労働組合との対話
を通じ、双方向のコミュニケーションを図っています。
従業員の率直な意見や課題に基づいて、人事制度や職場環境の改善
に継続的に取り組んでいます。

● 社内報
● 各種労使協議会
● 内部通報制度
● 従業員エンゲージメントサーベイ
▶ P.56  人的資本
▶ P.63  人権の尊重

● ウェブ社内報にて随時発信
● 労使協議会を随時開催
● 内部通報制度で107件の相談・通報を受け付け
● 従業員エンゲージメントサーベイを実施

03 企業価値を向上させる資本
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コンプライアンス委員会

懲戒委員会

グループ会社

内部監査室

企業倫理ヘルプライン
（社内・社外）

専門委員会

日本特殊陶業 労働組合

•職制　•グループ各社通報窓口担当者　•法令主管部署

勧告 監査

報告

報告

連携

連携

相談・通報

報告

相談・通報
相談・通報

相談・通報 報告

コンプライアンス委員会事務局
（ハラスメント対策委員会）

コンプライアンス委員長 
（代表取締役）

お取引先さま
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コンプライアンス方針

推進体制 内部通報制度

教育・啓発

私たちは、企業が社会の一員であることを認識し、企業倫理を高め、法令、社内規則、国際ルール、社会規範の精神・趣旨を理解することにより社会の要請に適切に応え、国際社会から信頼される企業を目指します。

当社グループは、コンプライアンスの向上を図るため、代表取締役

を委員長とするコンプライアンス委員会（年2回の定例会および必

要に応じて臨時会を開催）を設置しています。コンプライアンス委

員会は、コンプライアンス違反の未然防止活動や、違反行為があっ

た場合の対応などについての指導・監視などをおこなっています。

2024年度はコンプライアンス委員会を2回開催し、法令改正への

対応、コンプライアンス活動の状況、海外グループ会社での内部通

報制度の実効性向上、お取引先さまを対象にしたコンプライアン

ス意識調査の結果とそれを踏まえた改善活動などについて報告、議論しました。

従業者やお取引先さまがコンプライアンスに関する相談・通報をおこなえる内部通報制度「企業倫理ヘルプラ

イン」を整備し、研修や社内イントラネットを利用した啓発、ポスター掲示、携行カード配布などを通じて継続

的に周知しています。

社内にはコンプライアンス委員会事務局に、社外には民間専門業者に窓口（日英対応）を設置し、勤務時間外

や休日でも相談・通報できるよう利便性を高めています。匿名での相談・通報も可能で、通報者が特定されたり、

不利益を被ったりすることがないよう、通報者の保護を徹底しています。窓口では、ハラスメントを含むあらゆ

るコンプライアンス違反、またはそのおそれがある行為について相談・通報を受け付けています。受け付けた

内容については、事実関係を調査し、問題が確認された場合は速やかに対処しています。2024年度は、グルー

プ会社からの相談も含め、107件の相談・通報がありました。その内容には、ハラスメント・労務関連・社内規

則関連などがあり、問題が確認された事案は、速やかに解決・是正を実施しました。

海外グループ会社においてもそれぞれに窓口を設置し、相談・通報できる体制を整えています。制度の有効性

をさらに高めるため、従業員における認知度や理解度の向上に継続して取り組んでいます。

役員・従業員のコンプライアンス意識・知識を高めるため、各部門のコンプライアンス推進員を通じた情報共有や周

知をおこなうとともに、階層別研修のほか、会社や社会におけるルールをまとめた『コンプライアンスガイドブック』、

身近に起こりうる事例を取り上げた『コンプライアンス通信』、階層別に期待される役割・振る舞いを解説した『コン

プライアンス推進の心得（管理職編/中堅社員編）』などを用いて、教育・啓発活動を継続して実施しています。

また、2024年度は、発注者の立場を利用した当社グループによる不適切な対応がなかったかを確認するため、

お取引先さまを対象にコンプライアンス意識調査を実施しました。日常的に取引のある国内の約700社を対

象に、コンプライアンス委員会事務局が調査をおこない、その結果はお取引先さまの匿名性を担保した上でコ

ンプライアンス委員会に報告しました。本調査でコンプライアンス委員会が抽出した課題は、調達部門を中心

に改善活動に取り組んでいます。

相談・通報への対応体制

● �法令等を遵守することはもとより、社会人としての良識と責任を持って誠実に行動します。

● �腐敗行為防止についても関連する法令等の遵守のもと、直接的にも間接的にも、腐敗行為（贈収賄、
利益相反、インサイダー取引、反競争的慣行、資金洗浄、政治・行政との不適切な関係等）に関与
せず、誠実な事業活動をおこないます。

● �高い倫理観と正しい知識を持って自主的に行動することで問題を未然に防止するよう、全従業
員に定期的に教育と啓発をおこないます。

● �万一、問題が発生した場合には、速やかに事態を収拾して説明するとともに、原因を究明して再
発防止に努めます。

行動指針

コンプライアンス委員会

コンプライアンス責任者

事務局（ビジネスマネジメント室）

法令主管部門

コンプライアンスリーダー

コンプライアンス推進員

各カンパニー・グループ会社

※コンプライアンスの詳細は当社ウェブサイトをご覧ください。https://www.sustainability.niterragroup.com/ja/themes/185/

コンプライアンス













https://www.sustainability.niterragroup.com/ja/themes/190/


〒461-0005 名古屋市東区東桜一丁目1番1号 アーバンネット名古屋ネクスタビル
https://www.niterragroup.com

グローバル戦略本部　ウェルビーイング戦略グループ　コーポレートコミュニケーション室

日本特殊陶業株式会社

 




